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第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】
１ 【新規発行株式】

 

種類 発行数 内容

普通株式
85,381,866株

（注）１，２，３，４

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式です。なお、当社は種類株
式発行会社ではありません。普通株式は振替株式で
す。単元株式数は100株です。

 （注）１　大明の発行済株式総数41,112,324株（平成22年３月末時点）、コミューチュアの発行済株式総数44,915,329株（平

成22年３月末時点）、及び東電通の発行済株式総数40,353,080株（平成22年３月末時点）に基づき記載しており、実

際に共同持株会社たる株式会社ミライト・ホールディングス（以下、「当社」といいます。）が交付する新株式数は

変動することがあります。

２　普通株式は、平成22年５月19日に開催された大明、コミューチュア、東電通３社の取締役会の決議（株式移転計画作

成及び統合契約締結の承認並びに株主総会への付議）及び平成22年６月29日開催予定の大明、コミューチュア、東電

通３社の定時株主総会の特別決議（株式移転計画の承認）に基づき行う株式移転（以下、「本株式移転」といいま

す。）に伴い発行する予定です。

３　大明及びコミューチュア並びに東電通は、当社の普通株式について、株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取

引所」といいます。）及び株式会社大阪証券取引所（以下、「大阪証券取引所」といいます。）に新規上場申請を行

う予定です。

４　振替機関は、株式会社証券保管振替機構（東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号）です。

 

２ 【募集の方法】

　　株式移転によることとします。

　　（注）１　普通株式は、当社成立の日の前日の大明及びコミューチュア並びに東電通の最終の株主名簿に記載又は記録された

それぞれの株主に、大明普通株式１株に対して１株、コミューチュア普通株式１株に対して0.77株、東電通普通株

式１株に対して0.24株の割合で割当てられ、各株主に対する発行価格は発行価額の総額を発行数で除した額、そ

のうち資本金に組入れられる額は資本金組入額の総額を発行数で除した額となります。発行価額の総額は、本届

出書提出日現在において未確定でありますが、大明及びコミューチュア並びに東電通の平成22年３月末日現在に

おける株主資本の額（簿価）を合算した金額は92,626,559,657円であり、発行価額の総額のうち70億円が資本金

に組入れられます。

　　　　　２　当社は、「１　新規発行株式」に記載の普通株式について東京証券取引所及び大阪証券取引所への上場申請手続を行い、

平成22年10月１日より各市場第一部に上場する予定です。

　　　　　　　東京証券取引所への上場申請手続は、東京証券取引所有価証券上場規程第201条第２項に基づいて行い、同規程に定める

いわゆるテクニカル上場（同規程第２条第（73）号、第208条）により上場する予定です。このテクニカル上場

は、上場会社が非上場会社と合併することによって解散する場合や、株式交換、株式移転により非上場会社の完全

子会社となる場合に、その非上場会社が発行する株式等（効力発生日等から６ヶ月以内に上場申請するものに限

る（東京証券取引所有価証券上場規程施行規則第216条第１項）。）について、同規程に定める流動性基準への適

合状況を中心に確認し、速やかな上場を認める制度です。
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　　　　　　　大阪証券取引所への上場申請手続は、大阪証券取引所有価証券上場規程第２条第２項に基づいて行い、いわゆるテクニカ

ル上場により上場する予定です。このテクニカル上場は、上場会社が非上場会社と合併することによって解散す

る場合や、株式交換、株式移転により非上場会社の完全子会社となる場合に、その非上場会社が発行する株式等

（効力発生日等から６ヶ月以内に上場申請するものに限る。）について、大阪証券取引所株券上場廃止基準に定

める流動性基準への適合状況を中心に確認し、速やかな上場を認める制度です。（大阪証券取引所株券上場審査

基準第４条第３項）。

 

３ 【募集の条件】

　(1)【入札方式】

　　①【入札による募集】

　　　　該当事項はありません。

 

　　②【入札によらない募集】

　　　　該当事項はありません。

 

　(2)【ブックビルディング方式】

　　　　　該当事項はありません。

　　①【申込取扱場所】

　　　　該当事項はありません。

 

　　②【払込取扱場所】

　　　　該当事項はありません。

 

４ 【株式の引受け】

　　　該当事項はありません。

 

５ 【新規発行による手取金の使途】

　(1)【新規発行による手取金の額】

　　　　　該当事項はありません。

 

　(2)【手取金の使途】

　　　　　該当事項はありません。
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第２ 【売出要項】

　該当事項はありません。

 

【募集又は売出しに関する特別記載事項】

　東京証券取引所及び大阪証券取引所への上場について

　当社は、前記「第１　募集要項」における新規発行株式である当社普通株式について、前記「第１　募集要項　２　募集の方法」

（注）２記載のテクニカル上場の方法により、東京証券取引所及び大阪証券取引所への上場を予定しております。

 

 

第３ 【その他の記載事項】

該当事項はありません。
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第二部 【組織再編成（公開買付け）に関する情報】

第１ 【組織再編成（公開買付け）の概要】

１ 【組織再編成の目的等】

　１．経営統合の目的及び理由

　　　３社は情報通信エンジニアリング事業（通信設備・ＩＴ設備等の建設、保守等）を行っておりますが、その取り巻く事業

環境は近年大きく変化しています。ユビキタス社会が実現しつつある今、情報通信技術は日々進化し、お客様のニーズも

多様化・高度化してきており、より幅広い事業エリアでの信頼のおける高品質なサービスの実現が求められています。こ

のような環境下、３社はそれぞれの営業基盤・事業エリア・得意分野等の補完性が高く、そのシナジー効果を追求するこ

とで、全国的な施工体制を磐石なものとし、同時に新たな技術革新を進め総合的なエンジニアリング企業として次の時代

に飛躍していくことが、最大の経営課題であるとの認識で一致いたしました。このことから３社で協議をした結果、対等

の精神を原則として、経営統合により３社の経営資源を最大限活用し企業価値の最大化を図るとともに、各事業での競争

力の強化・効率化を推進し統合効果を実現することにより経営基盤を一段と強固なものにすることが最善であると判断

するに至りました。
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２．提出会社の企業集団の概要及び当該企業集団における組織再編対象会社と提出会社の企業集団の関係

　(1)提出会社の企業集団の概要

　　　①提出会社の概要

（１）商号 株式会社ミライト・ホールディングス

（２）事業内容
電気通信工事、電気工事、土木工事、建築工事及びこれらに関連する事業を行う子会

社及びグループ会社の経営管理ならびにこれらに附帯する業務

（３）本店所在地 東京都江東区

（４）代表者及び役員の就任予定

代表取締役社長 八木橋　五　郎 現　大明株式会社　代表取締役社長

代表取締役

副社長
髙江洲　文　雄

現　株式会社コミューチュア

　　代表取締役社長

代表取締役

副社長
西　村　憲　一 現　株式会社東電通　代表取締役社長

取締役 鷲　山　幾　男 現　株式会社東電通　常務取締役

取締役 野　村　純　一 現　大明株式会社　取締役

取締役 児　玉　結　介 現　株式会社コミューチュア　取締役

社外取締役 田　辺　克　彦 現　田辺総合法律事務所　代表者　弁護士

社外取締役 薦　野　　　寧
現　コモノアンドスタントン株式会社

　　代表取締役社長

常勤監査役 高　島　洋　一 現　大明株式会社　常勤監査役

常勤監査役 髙　橋　信　敏 現　株式会社コミューチュア　常務取締役

社外監査役 宇　垣　義　昭
現　日比谷総合設備株式会社

　　代表取締役副社長

社外監査役 大工舎　　　宏
現　株式会社アットストリーム

　　ディレクター

（５）資本金 70億円

（６）純資産（連結） 未定

（７）総資産（連結） 未定

（８）決算期 ３月31日

　（注）１．宇垣義昭氏は、日比谷総合設備株式会社を来る平成22年６月29日開催予定の同社株主総会で退任し、同日開催予定の

東電通の定時株主総会における承認をもって同社の監査役へ就任する予定であります。

　 　　 ２．補欠監査役に髙宮洋一氏（城西国際大学　経営情報学部客員教授）を予定しております。
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　　②提出会社の企業集団の概要

　　　　当社と大明及びコミューチュア並びに東電通の状況は以下のとおりです。

　大明及びコミューチュア並びに東電通は、各社定時株主総会による承認を前提として、平成22年10月１日（予定）を

期して、本株式移転により株式移転設立完全親会社たる当社を設立することについて合意しております。

会社名 住所
資本金又は
出資金

事業の内容
議決権の所有
割合

役員の兼任等 関係内容

当社
役員

当社
従業員

資金
援助

営業上
の取引

設備の
賃貸借

(連結子会社)  (百万円)  ％ (名) (名)    

大明 東京都品川区 5,610
電気通信設備工事業
情報サービス業　等

100 3 未定 未定 未定 未定

コミューチュア 大阪市西区 3,804
情報通信エンジニアリ
ング事業
情報サービス事業　等

100 3 未定 未定 未定 未定

東電通 東京都港区 3,800
情報通信設備・電気設
備工事

100 3 未定 未定 未定 未定

　本株式移転に伴う当社設立後、大明及びコミューチュア並びに東電通は、当社の完全子会社となります。当社の完全子

会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の平成22年３月31日時点の状況については、以下のとおりです。
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　大明

事業の系統図は以下のとおりであります。
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関係会社の状況

会社名 住所
資本金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有または
被所有割合
(％)

関係内容

役員の
兼任
(名)

資金
援助の
有無

営業上の取引
設備の
賃貸借
の有無

(連結子会社)         

大明テクノ㈱ 東京都品川区 26

電気通信設備
工事業、警備保
障・交通誘導、
建設機材の販売
・賃貸

99.7 ― 有

大明施工工事の一部及
び警備業務の一部を発
注
工事用建設機材等の発
注・賃借
(注)４

有

大明エンジニアリング㈱ 大阪府大東市 35
電気通信設備
工事業

80.3 ― 有
大明施工工事の一部を
発注

無

大明ネクスト㈱ 東京都江東区 80
電気通信設備
工事業

100.0 ― 無
大明施工工事の一部を
発注(注)４

有

大明通産㈱ 東京都江東区 467

通信設備に関わ
る材料等の販
売、建設機材の
販売・賃貸

100.0 ― 有
工事用建設機材等の発
注・賃借
(注)４

有

國興システムズ㈱ 東京都新宿区 50
電気通信設備
工事業

100.0 ― 無
大明施工工事の一部を
発注

無

東邦建㈱ 栃木県佐野市 817
電気通信設備
工事業

100.0 ― 無

大明施工工事の一部を
発注
債務保証
(注)１

無

大明ネットワーク㈱ 大阪市西区 60
電気通信設備
工事業

100.0 ― 無
大明施工工事の一部を
発注

無

明成通信㈱ 東京都調布市 33
電気通信設備
工事業

40.0 ― 有
大明施工工事の一部を
発注
(注)３

無

㈱日進通工 札幌市東区 35
電気通信設備
工事業

40.0 ― 無
大明施工工事の一部を
発注(注)３、４

有

新光電機㈱ 大阪府豊中市 42
電気通信設備
工事業

88.9 １ 無
大明施工工事の一部を
発注

無

大明ビジネスメイト㈱ 東京都品川区 10
総務関係業務等
の受託業、人材
派遣業

100.0
(10.0)

― 無
大明総務関係業務の
一部を委託
(注)２、４

有

㈱IPテクノサービス 東京都品川区 10情報サービス業 100.0 １ 無
大明施工工事の一部を
発注(注)４

有

(注) １　連結子会社のうち東邦建㈱は特定子会社に該当します。

２　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有の割合で内数となっております。

３　議決権の所有割合は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。

４　設備の賃貸借は、主に大明から土地及び建物を賃貸しております。
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コミューチュア

事業の系統図は以下のとおりであります。
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関係会社の状況

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有
または被所有
割合（％）

関係内容

（親会社）      

住友電気工業㈱
※１

大阪市中央区 99,737
電線・ケーブル
等の製造・販売

被所有
46.1

コミューチュアへエンジニアリング事
業の一部を発注しております。
役員の兼任等　　有

（連結子会社）      

㈱コミューチュア情報
システム

大阪府吹田市 98
情報サービス事
業等

100

コミューチュアよりソフトウェアの制
作・保守を受注しております。
なお、コミューチュア所有の土地及び建
物を賃借しております。
役員の兼任等　　無

㈱レナット関西 大阪市西区 70
情報通信エンジ
ニアリング事業

100

コミューチュアからエンジニアリング
事業の一部を受注しております。
なお、コミューチュア所有の土地及び建
物を賃借しております。
役員の兼任等　　有

㈱コムリード 大阪市西区 60
情報通信エンジ
ニアリング事業

100

コミューチュアからエンジニアリング
事業の一部を受注しております。
なお、コミューチュア所有の土地及び建
物を賃借しております。
役員の兼任等　　無

㈱アルゴネット 横浜市港南区 60
情報通信エンジ
ニアリング事業

100

コミューチュアからエンジニアリング
事業の一部を受注しております。
なお、コミューチュア所有の土地及び建
物を賃借しております。
役員の兼任等　　無

㈱フューコム 大阪府吹田市 50
情報サービス事
業等

100

コミューチュアビルの通信設備メンテ
ナンス等を行っております。
なお、コミューチュア所有の土地及び建
物を賃借しております。
役員の兼任等　　有

㈱レナット兵庫 神戸市西区 50
情報通信エンジ
ニアリング事業

100

コミューチュアからエンジニアリング
事業の一部を受注しております。
なお、コミューチュア所有の土地及び建
物を賃借しております。
役員の兼任等　　有

その他　17社      

（持分法適用非連結子
会社）      

宮川情報通信㈱ 京都市山科区 60
情報通信エンジ
ニアリング事業

49.7

コミューチュアからエンジニアリング
事業の一部を受注しております。
なお、コミューチュア所有の土地及び建
物を賃借しております。
役員の兼任等　　有

（持分法適用関連会
社）      

近畿通信産業㈱ 大阪府吹田市 100
情報通信エンジ
ニアリング事業

38.0
(8.0)

コミューチュアへ通信用資機材を販売
しております。
役員の兼任等　　無

ケーティーケーフジク
ラフィリピンインク

フィリピン国
ケソン市

百万フィリ
ピンペソ

121

情報通信エンジ
ニアリング事業

47.6
コミューチュアからエンジニアリング
事業の一部を受注しております。
役員の兼任等　　無

　（注）※１．有価証券報告書提出会社

２．連結子会社は、特定子会社には該当しません。

３．連結子会社、持分法適用非連結子会社及び持分法適用関連会社は、有価証券届出書及び有価証券報告書は提出

しておりません。

４．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合を内数で記載しております。
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東電通

事業の系統図は以下のとおりであります。

 

 

連結子会社および関連会社は次のとおりであります。

連結子会社

東電通テクノス㈱ 情報通信設備・電気設備工事

東電通アクセス㈱ 情報通信設備・電気設備工事

㈱東電通エンジニアリング西日本 情報通信設備・電気設備工事

㈱公共電話サービス 公衆電話機用施設建設・保守

非連結子会社

日本トヨコム㈱ 警備業務・ビル管理業務

関連会社

日本産業㈱ ゴルフ場経営

㈱トスコム 情報通信設備・電気設備工事

光洋通信㈱ 情報通信設備・電気設備工事
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関係会社の状況

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)       

東栄電設工業㈱ 東京都港区 280
情報通信設
備・電気設
備工事

100.0 ―

同社は東電通の工事施工に伴う工
事の一部を受注しております。
東電通所有の建物を賃借しており
ます。
東電通より資金援助を受けており
ます。
役員の兼任３名

(連結子会社)       

㈱東電通エンジニア
リング西日本

大阪市中央区 80
情報通信設
備・電気設
備工事

100.0 ―
同社は東電通の工事施工に伴う工
事の一部を受注しております。
役員の兼任３名

(連結子会社)       

東電通テクノス㈱ 東京都江戸川区 25
情報通信設
備・電気設
備建設

100.0 ―

同社は東電通の工事施工に伴う工
事の一部を受注する予定でおりま
す。
役員の兼任１名

(連結子会社)       

㈱公共電話サービス 東京都中央区 40
公衆電話機用施
設建設・保守

55.0 ―
東電通は同社の施設建設に伴う工
事の一部を請負っております。

       
(持分法適用関連会社)       

日本産業㈱
埼玉県入間郡越
生町

72 ゴルフ場経営 50.0 ― 役員の兼任１名

(注) １　上記連結子会社のうち、東栄電設工業㈱、㈱東電通エンジニアリング西日本は特定子会社に該当いたします。

２　上記関係会社は、有価証券届出書及び有価証券報告書提出会社に該当しません。

３　上記連結子会社は、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％以下であるため、

主要な損益情報等の記載を省略しております。
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２ 【組織再編成の当事会社の概要】

該当事項はありません。

 

 

３ 【組織再編成に係る契約】

１．株式移転計画の内容の概要

　　　大明及びコミューチュア並びに東電通は、３社の定時株主総会による承認を前提として、平成22年10月１日（予定）を期

して、共同株式移転の方法により大明及びコミューチュア並びに東電通の完全親会社となる当社を設立して経営統合す

ることについて合意した平成22年５月19日付統合契約書に基づき、当社を株式移転設立完全親会社、大明及びコミュー

チュア並びに東電通を株式移転完全子会社とする本株式移転を行うことを内容とする株式移転計画を平成22年５月19

日の３社の取締役会において作成いたしました。

株式移転計画に基づき、大明の普通株式１株に対して当社の普通株式１株、コミューチュアの普通株式１株に対して

当社の普通株式0.77株、東電通の普通株式１株に対して当社の普通株式0.24株をそれぞれ割当交付します。当該株式移

転計画においては、平成22年６月29日に開催される予定の大明及びコミューチュア並びに東電通３社の定時株主総会に

おいて、当該株式移転計画の承認を求めるものとしております。その他、株式移転計画においては、当社の商号、本店の所

在地、役員、資本金及び準備金の額、株式の上場、株主名簿管理人等につき規定されています（詳細につきましては、後記

「２．株式移転計画の内容」の記載をご参照ください。）。

 

２．株式移転計画の内容

株式移転計画書（写）

 

大明株式会社（以下「甲」という。）、株式会社コミューチュア（以下「乙」という。）及び株式会社東電通（以下

「丙」という。）は、共同株式移転の方法により株式移転を行うことにつき合意したので、以下のとおり共同して株式移

転計画（以下「本計画」という。）を作成する。 

 

第１条（株式移転）

本株式移転計画の定めるところに従い、甲乙丙は、共同株式移転の方法により、新たに設立する株式移転設立完全親

会社（以下「丁」という。）の成立の日において、甲乙丙の発行済株式の全部を丁に取得させる株式移転（以下「本株

式移転」という。）を行うものとする。 

 

第２条（丁の目的、商号、本店の所在地、発行可能株式総数、その他定款で定める事項）

１．丁の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数は、以下のとおりとする。

（１）目的

丁の目的は、別紙の定款第２条記載のとおりとする。

（２）商号

丁の商号は、「株式会社ミライト・ホールディングス」とし、英文では、「MIRAIT Holdings

Corporation」と表示する。

（３）本店の所在地

丁の本店の所在地は、東京都江東区とする。

（４）発行可能株式総数

丁の発行可能株式総数は、330,000,000株とする。
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２．前項に掲げるもののほか、丁の定款で定める事項は、別紙の定款記載のとおりとする。 

 

第３条（丁の設立時取締役及び設立時監査役の氏名並びに設立時会計監査人の名称等） 

丁の設立時取締役及び設立時監査役の氏名並びに設立時会計監査人の名称は、次のとおりとする。 

（１）　　　設立時取締役 

　　　八木橋　五　郎

　　　髙江洲　文　雄

　　　西　村　憲　一

　　　鷲　山　幾　男

　　　野　村　純　一

　　　児　玉　結　介

　　　田　辺　克　彦（社外）

　　　薦　野　　　寧（社外）

 

（２）－１　設立時監査役 

　　　高　島　洋　一

　　　髙　橋　信　敏

　　　宇　垣　義　昭（社外）

　　　大工舎　　　宏（社外）

 

（２）－２　設立時補欠監査役 

　　　髙　宮　洋　一（社外）

 

（３）　　　設立時会計監査人

　　　東陽監査法人

 

第４条（丁が株式移転に際して交付する株式及びその割当て） 

１．丁は、本株式移転に際して、甲乙丙の株主に対して、その有する甲、乙または丙の普通株式に代わり、次の(1)、

(2)、(3)の合計の数の丁の普通株式を交付する。

(1)丁の成立の日の前日最終の時点における甲の発行済株式総数に１を乗じて得た数

(2)丁の成立の日の前日最終の時点における乙の発行済株式総数に0.77を乗じて得た数

（ただし、１株に満たない端数はこれを切り捨てるものとする。）

(3) 丁の成立の日の前日最終の時点における丙の発行済株式総数に0.24を乗じて得た数

（ただし、１株に満たない端数はこれを切り捨てるものとする。）

２．丁は、本株式移転に際して、前項の丁の普通株式を、丁の成立の日の前日最終の甲、乙及び丙の株主名簿に記載ま

たは記録された株主（ただし、会社法第806条の規定に基づきその有する株式の買取りの請求をする甲、乙また

は丙の株主については、当該株主に代えて、甲の株式については甲が、乙の株式については乙が、丙の株式につい

ては丙が株主として記載または記録されているものとみなす。）に対して、その有する甲、乙または丙の普通株

式に代わり、次のとおり割り当てる。 

(1)　甲の株主については、その有する甲の普通株式１株につき、丁の普通株式１株 

(2)　乙の株主については、その有する乙の普通株式１株につき、丁の普通株式0.77株 

(3)　丙の株主については、その有する丙の普通株式１株につき、丁の普通株式0.24株

なお、甲乙丙の株主に対し交付しなければならない丁の普通株式の数に１株に満たない端数がある場合に

は、会社法第234条その他関係法令の規定に従い処理するものとする。
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第５条（丁の資本金及び準備金の額） 

丁の設立時における資本金及び準備金の額は、次のとおりとする。

(1) 資本金の額

70億円

(2) 資本準備金の額

20億円

(3) 利益準備金の額

 0　円

 

第６条（丁の成立の日）

丁の設立の登記をすべき日（以下「丁の成立の日」という。）は、平成22年10月１日とする。ただし、本株式移転の手

続進行上の必要性その他の事由により必要な場合は、甲乙丙協議の上、これを変更することができる。

 

第７条（株式移転計画承認株主総会）

１．甲は、平成22年６月29日を開催日として定時株主総会を招集し、本計画の承認及び本株式移転に必要な事項に関

する決議を求めるものとする。

２．乙は、平成22年６月29日を開催日として定時株主総会を招集し、本計画の承認及び本株式移転に必要な事項に関

する決議を求めるものとする。

３．丙は、平成22年６月29日を開催日として定時株主総会を招集し、本計画の承認及び本株式移転に必要な事項に関

する決議を求めるものとする。

４．本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合は、前三項の定めにかかわらず、甲乙丙協議の

上、本計画の承認及び本株式移転に必要な事項に関する決議を求めるために、株主総会を開催することができ

る。

 

第８条（丁の株式上場）

丁は、丁の成立の日に、その発行する株式の東京証券取引所及び大阪証券取引所への上場を予定する。

 

第９条（丁の株主名簿管理人）

丁の株主名簿管理人は、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社とする。

 

第10条（剰余金の配当）

１．甲は、平成22年３月31日の最終の甲の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対して、１

株当たり10円を限度として、剰余金の配当を行うことができる。

２．甲は、平成22年９月30日の最終の甲の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対して、１

株当たり10円を限度として、剰余金の配当を行うことができる。

３．乙は、平成22年３月31日の最終の乙の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対して、１

株当たり11円を限度として、剰余金の配当を行うことができる。

４．乙は、平成22年９月30日の最終の乙の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対して、１

株当たり９円を限度として、剰余金の配当を行うことができる。 

５．丙は、平成22年３月31日の最終の丙の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対して、１

株当たり６円を限度として、剰余金の配当を行うことができる。

６．丙は、平成22年９月30日の最終の丙の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対して、１

株当たり３円を限度として、剰余金の配当を行うことができる。

７．甲乙丙は、前六項に定める場合を除き、本計画作成後、丁の成立の日以前の日を基準日とする剰余金の配当を

行ってはならない。ただし、甲乙丙が、書面で同意した場合には、この限りではない。
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第11条（善管注意義務）

甲乙丙は、本計画の作成後丁の成立の日に至るまで、それぞれ善良なる管理者の注意をもってその業務の執行及び財

産の管理運営を行い、その財産または権利義務に重大な影響を及ぼす行為（剰余金の配当及び株主総会決議または取

締役会決議に基づく自己株式の取得を含むが、これらに限られない。）については、本計画に特段の定めがある場合を

除き、あらかじめ協議の上、他方当事者の同意を得てこれを行う。

 

第12条（事情変更） 

本計画の作成後丁の成立の日に至るまでの間において、甲、乙または丙のいずれかの財産若しくは経営状態等に重大

な変更が生じた場合、本株式移転の実行に重大な支障となる事態が生じまたは明らかとなった場合、その他本株式移転

の目的の達成が著しく困難となった場合には、甲、乙及び丙は本株式移転を中止し、または協議の上、本株式移転の条件

その他本計画の内容を変更することができる。

 

第13条（株式移転計画の効力） 

本計画は、第７条に定める甲、乙または丙の株主総会のいずれかにおいて本計画の承認及び本株式移転に必要な事項

の承認が得られない場合、または本株式移転につき法令に定める関係官庁等の承認等が得られない場合には、その効力

を失うものとする。

 

第14条（協議事項）

本計画に定める事項のほか、本計画に定めがない事項、その他本計画に必要な事項は、本計画の趣旨に従い、甲、乙及

び丙が別途協議の上定めるものとする。 

 

本計画の作成を証するため、本書３通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 

平成22年５月19日

 

甲：東京都品川区西五反田二丁目11番20号

大明株式会社

代表取締役社長　八木橋　五郎　　印

 

乙：大阪市西区江戸堀三丁目3番15号

株式会社コミューチュア

代表取締役社長　髙江洲　文雄　　印

 

丙：東京都港区東新橋二丁目３番３号

株式会社東電通

代表取締役社長　西村　憲一　　　印
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（別紙）

株式会社ミライト・ホールディングス定款

 

第１章　総　　則

 

（商　号）

第１条　当会社は、株式会社ミライト・ホールディングスと称し、英文では、MIRAIT Holdings Corporationと表示す

る。

 

（目　的）

第２条　当会社は次の事業を営む会社の株式または持分を保有し、当該会社に対し、株主としての権利を行使すると

ともに、必要な助言、あっせんその他の指導を行うことにより、情報通信社会の発展に寄与することを目的と

する。

（１）電気通信工事、電気工事、土木工事、建築工事、大工工事、左官工事、とび・土工・コンクリート工事、石工事、

屋根工事、管工事、タイル・れんが・ブロック工事、鋼構造物工事、鉄筋工事、ほ装工事、しゆんせつ工事、板金

工事、ガラス工事、塗装工事、防水工事、内装仕上工事、機械器具設置工事、熱絶縁工事、造園工事、さく井工事、

建具工事、水道施設工事、消防施設工事、清掃施設工事および付帯設備の施工、請負および保守

（２）情報通信システムハードウェア、ソフトウェアおよびこれらに付帯または関連するシステムの開発、運用な

らびに保守

（３）産業廃棄物の処理業ならびに産業廃棄物処理機器等環境保全設備の販売および建設

（４）前各号に関する測量、設計、コンサルティングおよび機材、機器類の販売、賃貸、製作、保守ならびに輸出入業

務

（５）電気通信事業法に基づく電気通信事業

（６）労働者派遣事業

（７）不動産の売買、賃貸借、仲介および管理

（８）総合警備保障業務

（９）金銭の貸付

（10）損害保険および自動車損害賠償保障法に基づく保険の代理業

（11）生命保険の募集に関する業務

（12）事務用機器、事務用品、運動用具および家庭用電化製品の販売、修理ならびにリース事業

（13）食料品、日用品雑貨、農畜水産物の販売および輸出入業務

（14）古物売買業

（15）経理事務および採用、給与計算、福利厚生、研修等に関する事務の受託

（16）企業の委託による資材倉庫の製品管理、梱包および運搬業務

（17）旅行業法に基づく旅行業および旅行業代理業

（18）印刷業

（19）前各号に附帯または関連する一切の事業

 

（本店の所在地）

第３条　当会社は、本店を東京都江東区に置く。

 

EDINET提出書類

株式会社ミライト・ホールディングス(E24558)

有価証券届出書（組織再編成・上場）

18/80



（機　関）

第４条　当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。

（１）取締役会

（２）監査役

（３）監査役会

（４）会計監査人

 

（公告方法）

第５条　当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告を

することができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

 

第２章　株　　式

 

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、３億３千万株とする。

 

（自己の株式の取得）

第７条　当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができ

る。

 

（単元株式数）

第８条　当会社の単元株式数は、100株とする。

 

（単元未満株式についての権利）

第９条　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

（４）単元未満株式の買増しを請求する権利

 

（単元未満株式の買増し）

第10条　当会社の単元未満株式を有する株主は、株式取扱規程に定めるところにより、その有する単元未満株式の数

と併せて単元株式数となる数の単元未満株式を売り渡すことを当会社に請求することができる。

 

（株主名簿管理人）

第11条　当会社は、株主名簿管理人を置く。

２　株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役会の決議によって定める。

３　当会社の株主名簿および新株予約権原簿の作成ならびに備置きその他の株主名簿および新株予約権原簿に

関する事務は、これを株主名簿管理人に委託し、当会社においては取り扱わない。

 

（株式取扱規程）

第12条　当会社の株式に関する取扱いおよび手数料は、法令または本定款のほか、取締役会において定める株式取扱

規程による。

 

EDINET提出書類

株式会社ミライト・ホールディングス(E24558)

有価証券届出書（組織再編成・上場）

19/80



 

第３章　株　主　総　会

 

（株主総会の招集）

第13条　当会社の定時株主総会は、毎年６月にこれを招集し、臨時株主総会は、必要あるときに随時これを招集する。

 

（株主総会の基準日）

第14条　当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年３月31日とする。

２　前項に関わらず、必要があるときは、取締役会の決議によりあらかじめ公告して臨時に基準日を定めること

ができる。

 

（招集権者および議長）

第15条　株主総会は、取締役社長がこれを招集し、議長となる。

２　取締役社長に事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序に従い、他の取締役が株主総会を

招集し、議長となる。

 

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）

第16条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類に記載または

表示をすべき事項に係る情報を、法務省令に定めるところに従いインターネットを利用する方法で開示する

ことにより、株主に対して提供したものとみなすことができる。

 

（決議の方法）

第17条　株主総会の決議は、法令または本定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行使することがで

きる株主の議決権の過半数をもって行う。

２　会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う。

 

（議決権の代理行使）

第18条　株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使することができる。

２　株主または代理人は、株主総会ごとに代理権を証明する書面を当会社に提出しなければならない。

 

第４章　取締役および取締役会

 

（員　数）

第19条　当会社の取締役は10名以内とする。

 

（選任方法）

第20条　取締役は、株主総会において選任する。

２　取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う。

３　取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。
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（任　期）

第21条　取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時ま

でとする。

２　増員または補欠として選任された取締役の任期は、在任取締役の任期の満了する時までとする。

 

（代表取締役および役付取締役）

第22条　取締役会は、その決議によって代表取締役を選定する。

２　取締役会は、その決議によって取締役会長、取締役社長各１名、取締役副社長、専務取締役、常務取締役各若干

名を定めることができる。

 

（取締役会の招集権者および議長）

第23条　取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長がこれを招集し、議長となる。

２　取締役社長に事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序に従い、他の取締役が取締役会を

招集し、議長となる。

 

（取締役会の招集通知）

第24条　取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役および各監査役に対して発する。ただし、緊急の必要が

あるときは、この期間を短縮することができる。

２　取締役および監査役の全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで取締役会を開催することができ

る。

 

（取締役会の決議方法）

第25条　取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、出席した取締役の過半数をもって

行う。

２　会社法第370条の要件を満たす場合は、取締役会の決議の目的である事項につき、取締役会の決議があったも

のとみなす。

 

（取締役会規程）

第26条　取締役会に関する事項は、法令または本定款のほか、取締役会において定める取締役会規程による。

 

（報　酬　等）

第27条　取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益（以下、「報酬等」とい

う。）は、株主総会の決議によって定める。

 

（取締役の責任免除）

第28条　当会社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含

む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる。

２　当会社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任

を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、会社法第425条第１項

に定める最低責任限度額とする。

 

第５章　監査役および監査役会

 

（員　数）

第29条　当会社の監査役は、５名以内とする。
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（選任方法）

第30条　監査役は、株主総会において選任する。

２　監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う。

 

（任　期）

第31条　監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時ま

でとする。

２　任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了する

時までとする。

 

（補欠監査役の選任に係る決議の効力）

第32条　補欠監査役の選任に係る決議の効力は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の開始の時までとする。

 

（常勤の監査役）

第33条　監査役会は、その決議によって常勤の監査役を選定する。

 

（監査役会の招集通知）

第34条　監査役会の招集通知は、会日の３日前までに各監査役に対して発する。ただし、緊急の必要があるときは、こ

の期間を短縮することができる。

２　監査役全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで監査役会を開催することができる。

 

（監査役会の決議方法）

第35条　監査役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、監査役の過半数をもって行う。

 

（監査役会規程）

第36条　監査役会に関する事項は、法令または本定款のほか、監査役会において定める監査役会規程による。

 

（報　酬　等）

第37条　監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定める。

 

（監査役の責任免除）

第38条　当会社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者を含

む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる。

２　当会社は、会社法第427条第１項の規定により、社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任

を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は会社法第425条第１項に

定める最低責任限度額とする。

 

第６章　計　　算

 

（事業年度）

第39条　当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月31日までの１年とする。
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（剰余金の配当の基準日）

第40条　当会社の期末配当の基準日は、毎年３月31日とする。

２　前項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる。

 

（中間配当の基準日）

第41条　当会社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。

 

（配当の除斥期間）

第42条　配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満３年を経過してもなお受領されないときは、当会社

はその支払義務を免れる。

２　配当には利息をつけない。

 

附　　則

 

〔最初の事業年度に係る経過措置〕

第１条　第39条の規定にかかわらず、当会社の最初の事業年度は、当会社の成立の日から翌年３月31日までとする。

 

〔最初の取締役および監査役の報酬等〕

第２条　第27条および第37条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会終結の時までの期間の

取締役の報酬等の額は１億円以内とし、監査役の報酬等の額は５千万円以内とする。

 

〔附則の削除〕

第３条　当附則は最初の定時株主総会の終結の時をもって削除されるものとする。
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４ 【組織再編成に係る割当ての内容及びその算定根拠】

 

　１．株式移転比率

 当社 大明 コミューチュア 東電通

株式移転比率 １ １ 0.77 0.24

（注）１　本株式移転に係る株式の割当ての詳細

　大明の普通株式１株に対して当社の普通株式１株、コミューチュアの普通株式１株に対して当社の普通株式0.77

株、東電通の普通株式１株に対して当社の普通株式0.24株をそれぞれ割当交付いたします。ただし、上記株式移転比

率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合は、３社による協議の上、変更することがあります。また、

当社の単元株式数は100株といたします。

　　　２　当社が本株式移転により発行する新株式数（予定）：普通株式　85,381,866株

　上記数値は、平成22年３月31日時点における大明の発行済株式総数（41,112,324株）、コミューチュアの発行済株

式総数（44,915,329株）及び東電通の発行済株式総数（40,353,080株）に基づいて算出しております。

　　　３　単元未満株式の取扱いについて

　本株式移転により大明及びコミューチュア並びに東電通の株主に割当てられる当社の株式は東京証券取引所及び

大阪証券取引所に新規上場申請を行うことが予定されており、当該申請が承認された場合、当社の株式は東京証券

取引所及び大阪証券取引所での取引が可能となり、大明の株式を100株以上、コミューチュアの株式を130株以上、ま

たは東電通の株式を417株以上保有するなどして、本株式移転により当社の株式の単元株式数である100株以上の共

同持株会社の株式の割当てを受ける大明及びコミューチュア並びに東電通の株主の皆様に対しては、引き続き当社

の株式の流動性を提供できるものと考えております。

　なお、100株未満の当社の株式の割当てを受ける大明及びコミューチュア並びに東電通の株主の皆様につきまして

は、かかる割当てられた株式を東京証券取引所及び大阪証券取引所、その他の金融商品取引所において売却するこ

とはできませんが、そのような単元未満株式を保有することとなる株主の皆様は、当社に対し、自己の保有する単元

未満株式を買取ることを請求することが可能です。

　また、その保有する単元未満株式の数と併せて１単元となる数の株式を当社から買い増すことも可能です。

　　　４　１株に満たない端数の取扱い

　　　　　割当ての結果、１株に満たない端数の交付を受けることとなる株主の皆様においては、会社法第234条その他関係法令

の定めに従い、１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。

 

　２．株式移転比率の算定根拠等

①公正性を担保するための措置

３社は、本株式移転の株式移転比率の算定にあたり、公正性を期すため、大明はみずほ証券株式会社（以下、「みずほ証

券」といいます。）に、コミューチュアは日興コーディアル証券株式会社（以下、「日興コーディアル証券」といいま

す。）に、東電通は野村證券株式会社（以下、「野村證券」といいます。）に、株式移転比率の算定を依頼しました。

　なお、大明及びコミューチュア並びに東電通はそれぞれ第三者算定機関よりフェアネスオピニオン（公正性に関する評

価）は取得しておりません。

 

みずほ証券は、３社株式それぞれについて市場株価が存在していることから市場株価基準法による算定を行い、また、

市場株価基準法に加え、３社の将来の事業活動の状況を評価に適切に反映するためにディスカウンテッド・キャッシュ・

フロー法（以下、「ＤＣＦ法」といいます。）による算定を行うとともに、３社と類似の事業を営む上場企業が複数存在す

ることから類似企業比較法による算定も行いました。各手法における算定結果は以下のとおりです。なお、下記の株式移転

比率の評価レンジは、大明の普通株式１株に対するコミューチュア及び東電通の普通株式の評価レンジを記載したもので

す。
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 採用手法
コミューチュア 東電通

株式移転比率の評価レンジ 株式移転比率の評価レンジ

① 市場株価基準法 0.77～0.80 0.24～0.25

② ＤＣＦ法 0.63～0.89 0.18～0.31

③ 類似企業比較法 0.69～0.99 0.05～0.11

 

なお、市場株価基準法については、平成22年５月18日を算定基準日として、算定基準日の株価、算定基準日から遡る１週

間の終値平均株価、１ヶ月間の終値平均株価、３ヶ月間の終値平均株価並びに６ヶ月間の終値平均株価を採用致しました。

 

みずほ証券は、株式移転比率の算定に際して、３社から提供を受けた情報、一般に公開された情報等を使用し、それらの

資料、情報等が全て正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行って

おりません。また、３社及びその関係会社の資産または負債（偶発債務を含む。）もしくは各種引当について、個別の資産

及び負債並びに引当の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定または査定を行っておらず、第三者機関への鑑定または査定

の依頼も行っておりません。みずほ証券の比率算定は、平成22年５月18日現在までの情報及び経済条件を反映したもので

あり、また、３社の財務予測（利益計画その他の情報を含む。）については、３社の経営陣により現時点で得られる最善の

予測及び判断に基づき合理的に準備・作成されたことを前提としております。

 

日興コーディアル証券は、３社株式それぞれについて市場株価が存在していることから市場株価法による算定を行い、

また、市場株価法に加え、３社と類似の事業を営む上場企業が複数存在することから類似上場会社比較法による算定を行

うとともに、３社の将来の事業活動の状況を評価に適切に反映するためにＤＣＦ法による算定も行いました。各手法にお

ける算定結果は以下のとおりです。なお、下記の株式移転比率の評価レンジは、大明の普通株式１株に対するコミューチュ

ア及び東電通の普通株式の評価レンジを記載したものです。

 

 採用手法
コミューチュア 東電通

株式移転比率の評価レンジ 株式移転比率の評価レンジ

① 市場株価法 0.720～0.829 0.218～0.261

② 類似上場会社比較法 0.770～0.908 0.044～0.057

③ ＤＣＦ法 0.612～0.843 0.243～0.361

 

市場株価法については、平成22年５月17日を算定基準日として、大明及びコミューチュアについては、両社の平成22年

３月期に関する決算短信公表（大明：平成22年５月12日、コミューチュア：平成22年５月13日）後から算定基準日までの

終値平均株価を、東電通については、「業績予想および配当予想の修正」の公表（平成22年４月28日）後から算定基準日

までの終値平均株価を、また、算定基準日から遡る３社それぞれの１ヶ月間の終値平均株価及び３ヶ月間の終値平均株価

を採用し、株式移転比率を算定しました。

 

類似上場会社比較法については、３社と業種・ビジネスモデル・規模等で比較的類似する上場会社の市場株価や財務

指標との比較を行い、株式移転比率を算定しました。

　ＤＣＦ法については、３社からそれぞれ入手した事業計画、直近業績の動向、３社が属する情報通信エンジニアリング業

界のマクロ動向等を考慮した、平成23年３月期以降の将来の収益予想に基づき、３社が将来生み出すフリー・キャッシュ

・フローを現在価値に割り引いて、株式移転比率を算定しました。
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　日興コーディアル証券は、株式移転比率の算定に際して、大明及びコミューチュア並びに東電通の資産及び負債に関

して、日興コーディアル証券による独自の評価若しくは査定、または公認会計士その他の専門家を交えた精査を行ってい

ません。また、日興コーディアル証券は、大明及びコミューチュア並びに東電通に関するそれぞれの資産または負債に関す

る第三者からの独立した評価等を受領していません。一方で、日興コーディアル証券は、株式移転比率の算定にあたり参照

可能な大明、コミューチュア、東電通及び他社の財務情報、市場データ及びアナリスト・レポート等の一般に公開されてい

る情報並びに財務、経済及び市場に関する指標等を用いています。日興コーディアル証券は、大明及びコミューチュア並び

に東電通の株式移転比率の算定に重大な影響を与える可能性のある未開示の情報は存在しないことを前提としておりま

す。また、本株式移転の株式移転比率の算定は、その算定にあたり日興コーディアル証券が使用した各種情報及び資料が正

確かつ完全であること、当該情報・資料に含まれる大明及びコミューチュア並びに東電通の将来の事業計画や財務予測

が、各当事者の現時点における最善の予測と判断に基づき合理的に作成されていることを前提として、当該情報及び資料

の正確性、妥当性及び実現可能性等につき検証等を経て行われております。

なお、日興コーディアル証券がＤＣＦ法の前提とした将来の事業計画については、大明及び東電通につきましては、大

幅な増益または減益が見込まれている事業年度がありますが、コミューチュアにつきましては大幅な増減益は見込まれて

おりません。

 

野村證券は、３社株式それぞれについて市場株価が存在していることから市場株価平均法による算定を行うとともに、

類似会社比較法、ＤＣＦ法、貢献度分析による算定を行いました。各手法における算定結果は以下のとおりです。なお、以下

の株式移転比率の算定レンジは、大明の普通株式１株に対するコミューチュア及び東電通の普通株式の算定レンジを記載

したものです。

 

 採用手法
コミューチュア 東電通

株式移転比率の算定レンジ 株式移転比率の算定レンジ

① 市場株価平均法 0.77～0.80 0.24～0.25

② 類似会社比較法 0.46～0.87 0.08～0.29

③ ＤＣＦ法 0.56 0.24

④ 貢献度分析 0.46～0.84 0.14～0.45

 

なお、市場株価平均法については、平成22年５月18日を算定基準日として、算定基準日の株価、算定基準日から遡る１週

間、１ヶ月間、３ヶ月間並びに６ヶ月間のそれぞれの期間の終値平均株価、並びに３社の経営統合に関する憶測報道がなさ

れた平成21年11月27日から算定基準日までの期間の終値平均株価、東電通の「業績予想および配当予想の修正に関するお

知らせ」公表（平成22年４月28日）から算定基準日までの期間の終値平均株価を採用致しました。

 

野村證券は、株式移転比率の算定に際して、３社から提供を受けた情報、一般に公開された情報等を原則として使用し、

それらの資料、情報等が全て正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証

を行っておりません。また、３社及びその関係会社の資産または負債（簿外資産及び負債、その他偶発債務を含みます。）

もしくは各種引当について、個別の資産及び負債並びに引当の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定または査定を行って

おらず、第三者機関への鑑定または査定の依頼も行っておりません。野村證券の株式移転比率算定は、平成22年５月18日現

在までの情報及び経済条件を反映したものであり、また、３社の財務予測（利益計画その他の情報を含みます。）について

は、３社の経営陣により現時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理的に検討または作成されたことを前提として

おります。

なお、野村證券がＤＣＦ法の前提とした将来の利益計画については、大明及び東電通につきましては大幅な増益または

減益が見込まれている事業年度がありますが、コミューチュアにつきましては大幅な増減益は見込まれておりません。
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③算定の経緯

上記記載のとおり、大明はみずほ証券に、コミューチュアは日興コーディアル証券に、東電通は野村證券に、本件株式移

転に用いられる株式移転比率の算定を依頼し、当該第三者算定機関による算定結果を参考に、それぞれ３社の財務の状況、

資産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、３社で株式移転比率について慎重に協議を重ねた結果、最終的に上

記株式移転比率が妥当であるとの判断に至り、合意致しました。

 

④算定機関との関係

算定機関であるみずほ証券、日興コーディアル証券、野村證券は、いずれも大明及びコミューチュア並びに東電通の関

連当事者には該当せず、本株式移転について記載すべき重要な利害関係は有しておりません。
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５ 【組織再編成対象会社の発行有価証券と組織再編成によって発行される有価証券との相違】

　　大明（普通株式）

　　　現在、大明の単元未満株式を有する株主が単元未満株式の買増請求をすることはできませんが、当社は株式取扱規程に定める

ところにより、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の単元未満株式を売り渡すことを当社に請求する

ことができます。

 

　　コミューチュア（普通株式）

　　　コミューチュアの普通株式の単元株式数は1,000株とされていますが、当社の普通株式の単元株式数は100株となります。

 

　　東電通（普通株式）

　　　東電通の普通株式の単元株式数は、1,000株とされていますが、当社の普通株式の単元株式数は100株となります。

　　　また、現在、東電通の単元未満株式を有する株主が単元未満株式の買増請求をすることはできませんが、当社は株式取扱規程

に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の単元未満株式を売り渡すことを当社に

請求することができます。

 

６ 【組織再編成対象会社の発行する証券保有者の有する権利】

　①買取請求権の行使の方法について

　　大明（普通株式）

　　　大明の株主が、その有する大明の普通株式につき、大明に対して会社法第806条に定める反対株主の株式買取請求権を行使す

るためには、平成22年６月29日開催予定の定時株主総会に先立って本株式移転に反対する旨を大明に対し通知し、かつ、上記

定時株主総会において本株式移転に反対し、大明が株主総会の決議の日（平成22年６月29日）から２週間以内の会社法第

806条第３項の通知又は同条第４項の公告をした日から20日以内に、その株式買取請求に係る株式の数を明らかにして行う

必要があります。

 

　　コミューチュア（普通株式）

　　　コミューチュアの株主が、その有するコミューチュアの普通株式につき、コミューチュアに対して会社法第806条に定める反

対株主の株式買取請求権を行使するためには、平成22年６月29日開催予定の定時株主総会に先立って本株式移転に反対する

旨をコミューチュアに対し通知し、かつ、上記定時株主総会において本株式移転に反対し、コミューチュアが株主総会の決議

の日（平成22年６月29日）から２週間以内の会社法第806条第３項の通知又は同条第４項の公告をした日から20日以内に、

その株式買取請求に係る株式の数を明らかにして行う必要があります。

 

　　東電通（普通株式）

　　　東電通の株主が、その有する東電通の普通株式につき、東電通に対して会社法第806条に定める反対株主の株式買取請求権を

行使するためには、平成22年６月29日開催予定の定時株主総会に先立って本株式移転に反対する旨を東電通に対し通知し、

かつ、上記定時株主総会において本株式移転に反対し、東電通が株主総会の決議の日（平成22年６月29日）から２週間以内

の会社法第806条第３項の通知又は同条第４項の公告をした日から20日以内に、その株式買取請求に係る株式の数を明らか

にして行う必要があります。
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　②議決権の行使の方法について

　　大明（普通株式）

　　　議決権の行使の方法としては、平成22年６月29日開催予定の定時株主総会に出席して議決権を行使する方法があります（な

お、株主は、大明の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使することができます。但し、この場合、株

主本人の議決権行使書用紙とともに、代理権を証明する書面の提出が必要となります。）。また、郵送又は電磁的方法（イン

ターネット等）によって議決権を行使する方法もあり、その場合には平成22年６月28日午後５時00分までに議決権を行使す

ることが必要となります。

　　　郵送による議決権の行使は、上記議決権行使書用紙に賛否を表示し、大明に上記の行使期限までに到達するように返送するこ

とが必要となります。なお、議決権行使書用紙に各議案の賛否又は棄権の記載がない場合は、賛成の意思表示があったものと

して取り扱います。

　　　電磁的方法（インターネット等）による議決権の行使は、大明指定の議決権行使ウェブサイトにアクセスし、上記議決権行使

書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」を利用のうえ、画面の案内に従って上記の行使期限までに各

議案の賛否を登録することが必要となります。また、株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を

事前に申し込んだ機関投資家の株主は、大明の株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、当該プラット

フォームを利用することができます。

　　　なお、郵送による議決権の行使と電磁的方法（インターネット等）による議決権の行使とが重複してなされた場合は、電磁的

方法による議決権行使を有効なものとします。また、電磁的方法（インターネット等）により議決権を複数回行使された場

合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱います。

　　　株主は、複数の議決権を有する場合、その有する議決権を統一しないで行使することができます。但し、当該株主は、株主総会

の日の３日前までに、議決権の不統一行使を行う旨とその理由を書面により株主名簿管理人（中央三井信託銀行株式会社）

まで通知する必要があります。

 

　　コミューチュア（普通株式）

議決権の行使の方法としては、平成22年６月29日開催予定の定時株主総会に出席して議決権を行使する方法があります

（なお、株主は、コミューチュアの議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使することができます。但

し、この場合、株主本人の議決権行使書用紙とともに、代理権を証明する書面の提出が必要となります。）。また、郵送又は電磁

的方法（インターネット等）によって議決権を行使する方法もあり、その場合には平成22年６月28日午後５時30分までに議

決権を行使することが必要となります。

郵送による議決権の行使は、上記議決権行使書用紙に賛否を表示し、コミューチュアに上記の行使期限までに到達するよ

うに返送することが必要となります。なお、議決権行使書用紙に各議案の賛否又は棄権の記載がない場合は、賛成の意思表示

があったものとして取り扱います。

電磁的方法（インターネット等）による議決権の行使は、コミューチュア指定の議決権行使ウェブサイトにアクセスし、

上記議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」を利用のうえ、画面の案内に従って上記の行

使期限までに各議案の賛否を登録することが必要となります。

なお、郵送による議決権の行使と電磁的方法（インターネット等）による議決権の行使とが重複してなされた場合は、電

磁的方法による議決権行使を有効なものとします。また、電磁的方法（インターネット等）により議決権を複数回行使された

場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱います。
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株主は、複数の議決権を有する場合、その有する議決権を統一しないで行使することができます。但し、当該株主は、株主総

会の日の３日前までに、議決権の不統一行使を行う旨とその理由を書面により株主名簿管理人（住友信託銀行株式会社）ま

で通知する必要があります。

 

　　東電通（普通株式）

　　　議決権の行使の方法としては、平成22年６月29日開催予定の定時株主総会に出席して議決権を行使する方法があります（な

お、株主は、東電通の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使することができます。但し、この場合、株

主本人の議決権行使書用紙とともに、代理権を証明する書面の提出が必要となります。）。

　　　郵送による議決権の行使は、上記議決権行使書用紙に賛否を表示し、東電通に上記の行使期限までに到達するように返送する

ことが必要となります。なお、議決権行使書用紙に各議案の賛否又は棄権の記載がない場合は、賛成の意思表示があったもの

として取り扱います。

　　　株主は、複数の議決権を有する場合、その有する議決権を統一しないで行使することができます。但し、当該株主は、株主総会

の日の３日前までに、議決権の不統一行使を行う旨とその理由を書面により株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行株式会

社）まで通知する必要があります。

 

　③組織再編成によって発行される株式の受取方法について

　　　本株式移転によって発行される株式は、大明及びコミューチュア並びに東電通の平成22年９月末日における最終の株主名簿

に記載又は記録された株主に割当てられます。本株式移転によって発行される株式は、自己の大明及びコミューチュア並び

に東電通の株式が記録されている振替口座に、当社の普通株式が記録されることにより、当社の普通株式を受取ることがで

きます。
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７ 【組織再編成に関する手続】

　１．組織再編成に関し会社法に基づき備置がなされている書類の種類及びその概要並びに当該書類の閲覧方法

　　　　本株式移転に関し、会社法第803条第１項及び会社法施行規則第206条の各規定に基づき、①株式移転計画、②会社法第773条

第１項第５号及び第６号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項及び③大明においてはコミューチュア及び

東電通の、コミューチュアにおいては大明及び東電通の、東電通においては大明及びコミューチュアの最終事業年度に係

る計算書類等の内容を記載した書面を、大明及びコミューチュア並びに東電通の本店に平成22年６月10日よりそれぞれ備

え置くこととされています。

　　　　①の書類は、平成22年５月19日開催の大明及びコミューチュア並びに東電通の取締役会において承認された株式移転計画で

す。②の書類は、本株式移転に際して株式移転比率及びその株式移転比率の算定根拠並びに上記株式移転計画において定

める当社の資本金及び準備金の額に関する事項が相当であることを説明した書類です。③の書類は、大明及びコミュー

チュア並びに東電通の平成22年３月期の計算書類等に関する書類です。

　　　　これらの書類は、大明及びコミューチュア並びに東電通の本店で閲覧することができます。

 

　２．株主総会等の組織再編成に係る手続の方法及び日程

　　　平成22年５月19日　　　　　　統合契約書の締結及び株式移転計画の作成（３社）

　　　平成22年６月29日（予定）　　３社定時株主総会における決議

　　　平成22年９月27日（予定）　　３社株式の取引最終日（東京証券取引所）及び

　　　　　　　　　　　　　　　　　コミューチュア株式の取引最終日（大阪証券取引所）

　　　平成22年９月28日（予定）　　３社株式の上場廃止日（東京証券取引所）及び

　　　　　　　　　　　　　　　　　コミューチュア株式の上場廃止日（大阪証券取引所）

　　　平成22年10月１日（予定）　　当社設立登記日（効力発生日）

　　　平成22年10月１日（予定）　　当社株式上場日（東京証券取引所／大阪証券取引所）

 

　上記は現時点での予定であり、経営統合の承認手続きの進行その他の事由により、必要な場合には、３社で協議し合意の

上で変更することがあります。

 

　３．組織再編成対象会社が発行者である有価証券の所有者が当該組織再編行為に際して買取請求権を行使する方法

　　①株式について

　　　大明及びコミューチュア並びに東電通の株主が、その有する大明及びコミューチュア並びに東電通の普通株式につき、大明及

びコミューチュア並びに東電通に対して会社法第806条に定める反対株主の株式買取請求権を行使するためには、平成22年

６月29日開催予定の大明及びコミューチュア並びに東電通の定時株主総会に先立って本株式移転に反対する旨を大明及び

コミューチュア並びに東電通に対し通知し、かつ、上記定時株主総会において本株式移転に反対し、大明及びコミューチュア

並びに東電通が株主総会の決議の日（平成22年６月29日）から２週間以内の会社法第806条第３項の通知又は同条第４項の

公告をした日から20日以内に、その株式買取請求に係る株式の数を明らかにして行う必要があります。
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第２ 【統合財務情報】

　　　当社は新設会社ですので、本届出書提出日現在において財務情報はありません。また、当社の主要な経営指標等見込額は、当社

の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の主要経営指標等を反映したものとなりますが、単に合算したも

のにならず算出も困難であることから、記載しておりません。

　　　次に、組織再編成対象会社である当社の完全子会社３社の、個々の主要な経営指標等を記載しますが、平成22年３月期決算に

おける経営指標等につきましては、各社とも監査法人の監査証明を受けていない財務情報に基づくものとなっております。

　　

大明

　　主要な経営指標等の推移

　　連結経営指標等の推移

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

完成工事高 (百万円) 108,556124,710120,156120,379115,670

経常利益 (百万円) 6,380 8,229 7,791 7,018 4,837

当期純利益 (百万円) 3,215 4,393 4,328 3,852 3,038

純資産額 (百万円) 35,883 41,967 42,436 45,400 46,485

総資産額 (百万円) 73,893 74,401 71,047 70,775 66,366

１株当たり純資産額 (円) 875.18 956.221,031.481,106.711159.50

１株当たり当期純利益 (円) 77.12 107.37 107.56 100.72 79.40

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 69.47 96.54 96.56 90.33 －

自己資本比率 (％) 48.6 52.6 55.5 59.8 68.3

自己資本利益率 (％) 9.4 11.7 11.0 9.4 6.9

株価収益率 (倍) 21.4 13.0 8.4 9.1 8.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,223 6,614 708 5,809 651

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △201 601 △2,879 △2,303 △2,992

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,914 △7,787 △3,724 △1,083 △7,521

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 21,551 20,978 15,081 17,503 7,640

従業員数 (名)
2,451
(284)

2,568
(286)

2,688
(337)

2,909
(316)

3011
(386)

(注) １　完成工事高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　第63期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。
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コミューチュア

　　主要な経営指標等の推移

　　連結経営指標等の推移

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 （百万円） 95,188 100,357 100,873 94,758 91,963

経常利益 （百万円） 5,601 5,698 5,365 4,609 3,504

当期純利益 （百万円） 3,322 3,329 2,617 2,353 1,921

純資産額 （百万円） 37,599 40,454 41,980 43,307 44,462

総資産額 （百万円） 58,376 60,068 61,702 60,710 61,784

１株当たり純資産額 （円） 838.36 886.86 919.89 950.08 975.65

１株当たり当期純利

益
（円） 71.70 74.46 58.56 52.66 43.03

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 64.4 66.0 66.6 69.9 70.5

自己資本利益率 （％） 9.2 8.6 6.5 5.6 4.5

株価収益率 （倍） 15.8 11.8 7.7 11.4 12.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 2,464 2,381 2,430 3,790 841

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,588 △2,135 △1,699 △1,008 △921

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △687 △1,225 △903 △1,100 △917

現金及び現金同等物

の期末残高
（百万円） 11,990 11,011 10,886 12,623 11,685

従業員数 （人） 2,423 2,475 2,619 2,673 2,702

（外、平均臨時雇用

者数）
 (353) (432) (328) (338) (371)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

３．第48期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年

12月９日）を適用しております。
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東電通

　　主要な経営指標等の推移

　　連結経営指標等の推移

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 49,287 55,593 51,215 48,195 47,665

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 1,582 1,604 71 △154 798

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 812 844 △1,855 △1,668 829

純資産額 (百万円) 18,851 19,893 16,933 14,459 15,157

総資産額 (百万円) 38,825 39,444 36,420 30,622 30,872

１株当たり純資産額 (円) 466.38 474.23 402.21 345.29 364.62

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 19.16 20.94 △46.02 △41.39 20.57

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.55 48.49 44.53 45.47 47.61

自己資本利益率 (％) 4.45 4.45 ― ― 5.80

株価収益率 (倍) 25.57 18.48 ― ― 7.63

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 439 △980 △812 1,334 △602

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △87 △731 △1,073 391 278

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △252 △193 991 △2,118 504

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 5,065 3,160 2,265 1,894 2,074

従業員数 (名) 1,172 1,198 1,216 1,202 1,233

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また、第63期、第64期は１株当た

り当期純損失が計上されているため記載しておりません。

３　第62期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計

基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会　平成17

年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。
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第３ 【発行者（その関連者）と組織再編成対象会社との重要な契約（発行者（その関連者）と対象者との重

要な契約）】

 

該当事項はありません。
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第三部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】
１ 【主要な経営指標等の推移】

　　「第二部　組織再編成（公開買付け）に関する情報　第２　統合財務情報」に記載のとおりです。

 

２ 【沿革】

平成22年５月19日大明及びコミューチュア並びに東電通は、３社の定時株主総会での承認を前提として、本株式

移転により共同で持株会社を設立することについて合意に達し、３社の取締役会において本

株式移転に関する「株式移転計画」の作成、及び「統合契約書」の締結を決議いたしました。

平成22年６月29日大明及びコミューチュア並びに東電通の定時株主総会において、３社が共同で株式移転の方

法により当社を設立し、３社がその完全子会社となることについて決議する予定です。

平成22年10月１日大明及びコミューチュア並びに東電通が株式移転により当社を設立する予定です。当社の普

通株式を株式会社東京証券取引所及び株式会社大阪証券取引所に上場する予定です。

 

なお、完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の沿革につきましては、３社の有価証券報告書（大明　平成21

年６月25日提出／コミューチュア　平成21年６月29日提出／東電通　平成21年６月29日提出）に記載のとおりです。
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３ 【事業の内容】

当社は電気通信工事、電気工事、情報通信システムハードウェア、ソフトウェア及びこれらに付帯又は関連するシステムの開

発、運用並びに保守等の事業を行うグループ会社の経営管理並びにそれに付帯・関連する事業を営む会社の株式又は持分を保

有することにより、当該会社に対し、株主としての権利を行使するとともに、必要な助言、あっせんその他の指導を行う予定で

す。

また、完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の事業の内容は以下のとおりです。

 

　大明

大明グループは、大明及び子会社12社で構成され、NTTネットワークエンジニアリング、モバイルネットワークソリューショ

ン、ITソリューション、総合設備エンジニアリングの４事業を主な内容とし、更にこれに関連する建設機材等の販売及び賃貸、

警備保障業務等の事業活動を行っております。

　大明グループの事業に関わる位置付けは以下のとおりであります。

 

NTTネットワークエンジニアリング事業、モバイルネットワークソリューション事業、総合設備エンジニアリング事業

大明ほか、連結子会社東邦建㈱ほか８社が施工しており、これらの子会社に、大明施工工事の一部を発注しております。

 

ITソリューション事業

大明及び連結子会社㈱IPテクノサービスが情報通信システムの設計・施工並びにソフトウェアの設計販売・ハード

ウェアの販売を行っております。

 

建設機材等の販売及び賃貸

連結子会社大明通産㈱及び大明テクノ㈱が行っており、大明のほか子会社が施工工事に要する機材等の一部につきこれ

らの子会社より発注・賃借しております。

 

警備保障業務

連結子会社大明テクノ㈱が行っており、大明のほか子会社が施工工事に伴う業務の一部につき大明テクノ㈱に発注して

おります。
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　コミューチュア

コミューチュアグループは、コミューチュア及び、子会社32社、関連会社８社及び親会社１社で構成され、関連当事者（親

会社の子会社１社）と共に、情報通信エンジニアリング事業を主な内容とし、ソフトウェア製造・販売・保守、通信端末

等の販売及び通信設備メンテナンス等の情報サービス事業等も行っております。

　その概要を示せば、次のとおりであります。

　なお、コミューチュアは事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門に区分しております。

情報通信エンジニアリング事業（ＮＴＴ情報通信エンジニアリング事業、通信ネットワークソリューション事業、総合設

備エンジニアリング事業）

　コミューチュアのほか、関連会社㈱ＮＴＥＣ他５社、親会社住友電気工業㈱、親会社の子会社住友電設㈱が当事業を行っ

ており、連結子会社㈱サンネットエンジニアリング他23社、非連結子会社宮川情報通信㈱及び関連会社ケーティーケーフ

ジクラフィリピンインクに、コミューチュア受注業務の一部を発注しております。

　これらの通信用資機材の一部は、関連会社近畿通信産業㈱から購入しております。

 

情報サービス事業等（ソフトウェアの製造・保守、情報端末等の販売及び通信設備メンテナンス等のサービス事業）

　ソフトウェアの製造・販売及び通信端末等の販売をコミューチュアが行っており、通信設備メンテナンス等のサービス

事業を連結子会社㈱フューコム、ソフトウェアの製造・保守を連結子会社㈱イーテックソリューションが行っておりま

す。
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　東電通

東電通の企業集団は、東電通、子会社４社及び関連会社４社で構成され、情報通信設備・電気設備工事を主な内容として、更

にこれに関連する公衆電話機用施設建設・保守、また、これら各事業に関連する警備業務、その他サービス等の事業活動を展開

いたしております。

東電通グループの事業に係る位置づけは、次のとおりであります。

 

情報通信設備・電気設備工事業

東電通が、工事施工するほか、子会社 東栄電設工業株式会社、株式会社東電通エンジニアリング西日本、東電通テクノス

株式会社、関連会社株式会社トスコム、株式会社東亜テレコム、光洋通信株式会社も工事施工しており、これら各子会社・関

連会社は、東電通工事施工に伴う工事の一部を請負っております。

また、子会社 株式会社公共電話サービスは、公衆電話機用施設建設・保守を行っており、東電通が、株式会社公共電話

サービスの施設建設に伴う工事の一部を請負っております。

 

その他の事業

　警備業務関連

　子会社 日本トヨコム株式会社は、警備業務等を行っております。

 

　その他のサービス業

　持分法適用関連会社 日本産業株式会社は、ゴルフ場経営を行っております。
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４ 【関係会社の状況】

 

　　　当社は新設会社ですので、本届出書提出日現在において関係会社はありませんが、当社の完全子会社となる大明及びコミュー

チュア並びに東電通それぞれの関係会社の状況につきましては、前記「第二部　組織再編成（公開買付け）に関する情報　第

１　組織再編成（公開買付け）の概要　１　組織再編成の目的等」記載の「２．提出会社の企業集団の概要及び当該企業集団

における組織再編成対象会社と提出会社の企業集団の関係（１）提出会社の企業集団の概要　②提出会社の企業集団の概

要」をご参照ください。

 

５ 【従業員の状況】

　(1) 当社の状況

　　　当社は新設会社ですので未定です。

 

　(2) 連結会社の状況

　　　当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の従業員の状況は以下のとおりです。

 

大明

　平成22年３月31日現在

工事種別 従業員数(名)

NTTネットワークエンジニアリング 767（168）

モバイルネットワークソリューション 1,137（107）

ITソリューション 271（10）

総合設備エンジニアリング 283（73）

全社(共通) 553（28）

合計 3,011（381）

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。

２　全社(共通)に含まれる従業員数には、営業従事者205名を含んでおります。

３　臨時従業員は、パートタイマー及び期間契約の従業員等を含み、派遣社員を除いております。

 

コミューチュア

　平成22年３月31日現在

区分 従業員数（人）

情報通信エンジニアリング事業 2,153  （341）

情報サービス事業等 195  （  5）

全社（共通） 354  （ 25）

合計 2,702  （371）

(注)　従業員数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者は含まない）であり、臨時従業員数は(　)内に当連結会計

年度の平均人員を外数で記載しております。
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東電通

　平成22年３月31日現在

 従業員数(名)

ＮＴＴ事業 696

キャリア事業 88

ＩＣＴ事業 155

総合システム事業 145

全社（共通） 149

合計 1,233

 

　(3) 労働組合の状況

①当社

　当社は新設会社ですので、該当事項はありません。

 

②連結会社の状況

　当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の労働組合の状況は以下のとおりです。

 

大明

　大明並びに連結子会社である大明通産㈱及び東邦建㈱の労働組合は、大明労働組合として同一団体に組織され、平成

22年３月31日現在の組合員数は1,276名であります。また、連結子会社である大明エンジニアリング㈱の労働組合は、大

明エンジニアリングユニオンで平成22年３月31日現在の組合員数は54名、大明ネットワーク㈱の労働組合は、大明ネッ

トワークユニオンで平成22年３月31日現在の組合員数は114名であります。大明ビジネスメイト㈱においては、大明ｉ

ユニオンに加盟しており、平成22年３月31日現在の組合員数は13名であります。大明労働組合、大明エンジニアリング

ユニオン、大明ネットワークユニオン及び大明ｉユニオンは、大明関連労働組合協議会として、全国情報・通信・設備

建設労働組合連合会に所属しており、その上部組織は情報産業労働組合連合会であります。

　なお、労使関係は安定しております。

　その他の連結子会社は、労働組合を結成しておりません。

 

コミューチュア

　コミューチュアの労働組合は、全国情報・通信・設備建設労働組合連合会に所属し、上部団体は情報産業労働組合連

合会であります。

　平成22年３月31日現在の組合員数は847名であり、労使関係は円満に推移しており特記すべき事項はありません。
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東電通

　東電通の労働組合は、「情報産業労働組合連合会」傘下の、「全国情報・通信・設備建設労働組合連合会東電通労働

組合」であり、平成22年３月末の組合員数は607名であります。

　現況における労使関係は、特に問題なく協調的に推移しております。

　なお、連結子会社において、労働組合は組織されておりません。
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第２ 【事業の状況】
１ 【業績等の概要】

　　　　当社は新設会社ですので、該当事項はありません。

　　　　なお、当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の業績等の概要については、３社の有価証券報告書

（大明　平成21年６月25日提出／コミューチュア　平成21年６月29日提出／東電通　平成21年６月29日提出）及び四半期報

告書（大明　平成21年８月12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／コミューチュア　平成21年８月12日

及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／東電通　平成21年８月14日及び平成21年11月13日並びに平成22年２

月12日提出）をご参照下さい。

 

２ 【生産、受注及び販売の状況】

　　　　当社は新設会社ですので、該当事項はありません。

　　　　なお、当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の生産、受注及び販売の状況については、３社の有価証

券報告書（大明　平成21年６月25日提出／コミューチュア　平成21年６月29日提出／東電通　平成21年６月29日提出）及び

四半期報告書（大明　平成21年８月12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／コミューチュア　平成21年

８月12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／東電通　平成21年８月14日及び平成21年11月13日並びに平

成22年２月12日提出）をご参照下さい。

 

３ 【対処すべき課題】

　　　　当社は新設会社ですので、該当事項はありません。

　　　　なお、当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の対処すべき課題については、３社の有価証券報告書

（大明　平成21年６月25日提出／コミューチュア　平成21年６月29日提出／東電通　平成21年６月29日提出）及び四半期報

告書（大明　平成21年８月12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／コミューチュア　平成21年８月12日

及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／東電通　平成21年８月14日及び平成21年11月13日並びに平成22年２

月12日提出）をご参照下さい。

 

４ 【事業等のリスク】

　　　　当社は本届出書提出日現在において設立されておりませんが、本株式移転により大明及びコミューチュア並びに東電通の完

全親会社となるため、当社の設立後は本届出書提出日現在における３社の事業等のリスクが当社の事業等のリスクとなり

うることが想定されます。３社の事業等のリスクを踏まえた当社の事業等のリスクは以下のとおりです。

　　　　なお、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は別段の記載のない限り、本届出書提出日現在に

おいて判断したものであります。
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　　大明

①特定取引先への依存

大明グループは情報通信の「ＩＴエンジニアリング＆サービス会社」として、ＮＴＴグループをはじめとする情報通信

事業者各社との安定的な取引を継続しておりますが、これら各社の売上高に占める割合が高く、通信事業者各社の設備投

資動向や技術革新によっては大明グループの業績へ影響を及ぼす可能性があります。

 

②安全品質の管理

大明グループでは「安全」と「品質」を大明ブランドの基本として、安全衛生や品質のマネジメントシステムを導入・

駆使し、お客さまに信頼され、評価される高品質なエンジニアリングとサービスをお届けすることとしておりますが、重大

な事故等不測の事態を発生させた場合は、社会的に大きな影響を与えるとともに営業活動に制約を受け、大明グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③重要な情報の管理

大明グループはネットワーク関連の設備・システムの構築、保守・運用サービスの提供において取引先より個人情報等

をお預かりしております。大明グループでは情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の認証を取得してお

り、従業員に対する情報漏洩防止対策に関する取り組みを重視、徹底しておりますが、情報漏洩に関する不測の事態を発生

させた場合は、取引先の信頼を損なうとともに損害賠償義務の発生や営業活動に制約を受け、大明グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。

 

④取引先の信用リスク

大明グループは取引先に対する与信管理や債権管理等のリスク回避を徹底させておりますが、万一、信用不安などが顕

在化した場合、資金の回収不能や施工遅延を生じ、大明グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤競合の激化

大明グループの事業領域は情報通信事業者各社の熾烈な競争等の影響により競合が激化していく傾向にあります。この

競争環境を勝ち抜くため中期経営計画に基づき、競争環境への変化適応を図ってまいりますが、環境の変化の不確実性な

どから大明の競争の優位性が低下した場合には、大明グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑥コミューチュア、東電通との経営統合について

大明は、平成22年６月29日開催予定の第66回定時株主総会による承認を前提に、平成22年10月１日にコミューチュア及

び東電通との共同株式移転による経営統合を予定しており、各社の経営リソースの統合によって、大きなシナジー効果と

新たな成長戦略が期待できます。

しかしながら、本株式移転に係る手続は、本届出書提出日現在において終了しておりません。本株式移転は国内外の規

制当局の承認、報告、書類の提出及び条件の充足といった様々な条件に服していることから、国内外の規制当局の判断に

よっては、今後、本株式移転が予定したとおりに進行せず、又は本株式移転の実現に影響を与える可能性があり、かかる事

態が発生した場合には、大明グループ及びコミューチュアグループならびに東電通グループによる経営統合の実現に支障

をきたす可能性があります。
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　　コミューチュア

(1）日本電信電話株式会社グループとの関係について

①　情報通信エンジニアリングに係る競合について

　コミューチュアは、西日本電信電話株式会社（以下、ＮＴＴ西日本）及び東日本電信電話株式会社（以下、ＮＴＴ東日

本）から、光ファイバーケーブル等の通信用設備全般に係るエンジニアリングを総合的に実施できる会社として認めら

れ、大型設備エンジニアリングの一般競争入札に参加可能な「電気通信設備請負工事競争参加資格」の認定をＮＴＴ西

日本及びＮＴＴ東日本より受けております。なお、コミューチュアを含めて19社が両社より同資格の認定を受けており

ます。

　コミューチュアグループは、近畿地区（大阪府、兵庫県、京都府、滋賀県、奈良県及び和歌山県）及び首都圏地区（東京

都、埼玉県、神奈川県、千葉県、群馬県及び新潟県）を主な営業地域としており、このためＮＴＴ西日本及びＮＴＴ東日本

からの受注を巡る競合状況によっては、コミューチュアグループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

②　売上高の日本電信電話株式会社グループへの集中について

　コミューチュアグループの売上高において、日本電信電話株式会社グループ（以下、ＮＴＴグループ）に対する売上高

の構成比が高くなっております。特に、前述の資格認定を受けているＮＴＴ西日本及びＮＴＴ東日本に対する構成比が

高くなっております。

　このため、コミューチュアグループの業績は、電気通信業界全般の設備投資動向の中でも特にＮＴＴ西日本及びＮＴＴ

東日本を中心とするＮＴＴグループの設備投資動向に影響を受けております。

　なお、最近３期間におけるコミューチュアグループの売上高に占めるＮＴＴグループに対する売上高の構成比は次の

とおりであります。

 
第49期 第50期 第51期

売上高
（百万円）

構成比
（％）

売上高
（百万円）

構成比
（％）

売上高
（百万円）

構成比
（％）

ＮＴＴ西日本 32,59432.3 29,40731.0 27,63130.0

ＮＴＴ東日本 19,48419.3 18,48819.5 18,49720.1

その他ＮＴＴグループ 18,17618.0 18,92320.0 16,93218.4

ＮＴＴグループ計 70,25569.6 66,81970.5 63,06168.5

売上高（参考） 100,873100.0 94,758100.0 91,963100.0

 

③　人的関係について

　平成22年３月31日現在、コミューチュアの役員17名のうちＮＴＴグループ出身の役員が10名を占めております。これ

は、コミューチュアの経営において、当人のＮＴＴグループにおける知識及び経験が有用であり、またＮＴＴグループと

の取引関係を円滑にするためであります。

　なお、コミューチュアとＮＴＴグループに属する会社の役員との兼務関係及び職員の出向関係はありません。
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(2）特定の仕入先への依存度について

　コミューチュアグループの情報通信エンジニアリングで使用する電柱等の資材の仕入において、近畿通信産業株式会社

及び中央資材株式会社への依存度が高くなっております。

　コミューチュアグループの主要受注先であるＮＴＴ西日本及びＮＴＴ東日本の情報通信エンジニアリングで使用する資

材については、ＮＴＴ西日本及びＮＴＴ東日本の納入資格を有する仕様及び規格物品であり、かつ両社の検査合格品であ

ることが条件となっており、近畿通信産業株式会社が近畿地区における販売窓口会社となっております。同様に、中央資材

株式会社が首都圏地域の販売窓口会社になっております。なお、近畿通信産業株式会社は、コミューチュアの持分法適用関

連会社であります。

　最近３期間におけるコミューチュアグループと近畿通信産業株式会社及び中央資材株式会社との取引状況は次のとおり

であります。

仕入先 仕入品目
第49期 第50期 第51期

仕入高
（百万円）

構成比
（％）

仕入高
（百万円）

構成比
（％）

仕入高
（百万円）

構成比
（％）

近畿通信産業㈱ 通信用資機材 3,63038.5 3,76838.8 4,00041.0

中央資材㈱ 通信用資機材 2,31624.6 2,32223.9 2,30423.6

計 5,94763.1 6,09162.7 6,30464.6

仕入高（参考） 9,426100.0 9,711100.0 9,761100.0

 

(3）業績の季節変動について

　コミューチュアグループの売上高の計上時期は、年度末である３月に集中する傾向があるため、コミューチュアグループ

の下期の売上高及び利益は上期を上回る傾向があります。また、大型案件の売上計上時期によって、コミューチュアグルー

プの業績が変動することもあります。

　なお、今後も従来のように上記要因による上期及び下期における業績の変動が必ず生じるとは限りません。

最近３期間におけるコミューチュアグループの上期及び下期の業績は、次のとおりであります。

 
第49期 第50期 第51期

上期 下期 上期 下期 上期 下期

売上高（百万円） 44,29856,57443,50851,24939,41652,546

構成比（％） (43.9)(56.1)(45.9)(54.1)(42.9)(57.1)

営業利益（百万円） 1,5963,6391,7642,6551,1541,956

構成比（％） (30.5)(69.5)(39.9)(60.1)(37.1)(62.9)

経常利益（百万円） 1,6293,7351,8762,7331,2812,222

構成比（％） (30.4)(69.6)(40.7)(59.3)(36.6)(63.4)
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　　東電通

①特定取引先への依存に伴うリスク

　東電通グループは、国内最大手の電気通信事業者であるＮＴＴ東西会社を主要な取引先とした電気通信設備工事事業が

中心であり、東電通の売上高に占めるＮＴＴグループの割合は、50％を超えております。

　　　　東電通は、電気・空調・衛生設備工事の総合システム事業、コモンキャリア向けのキャリア事業、ＩＣＴソリューション関連

事業など事業の多角化を進めておりますが、ＮＴＴグループ各社の設備投資の動向等によっては東電通グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。

 

②安全品質に関するリスク

　東電通グループでは、「人間尊重」の経営理念のもと、人身事故、設備サービス事故を発生させないよう「安全衛生マネ

ジメントシステム」、「品質マネジメントシステム」を業務に導入するとともに、社員安全研修などを実施し、工事の安全

・品質管理にグループをあげて取り組んでおります。

　　　　しかしながら、万が一、事故を発生させた場合、受注活動に制約を受けるなど東電通グループの業績に影響を与える可能性が

あります。

 

③大明、コミューチュアとの経営統合について

　　　　東電通は、平成22年６月29日開催予定の第65期定時株主総会による承認を前提に、平成22年10月１日に大明及びコミュー

チュアとの共同株式移転による経営統合を予定しております。

　　　　本株式移転に係る手続は、本届出書提出日現在において終了しておりませんが、国内外の規制当局の判断によっては、今後、

本株式移転が予定したとおりに進行しない可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

　　　　当社は新設会社ですので、該当事項はありません。

　　　　なお、当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の経営上の重要な契約等については、３社の有価証券

報告書（大明　平成21年６月25日提出／コミューチュア　平成21年６月29日提出／東電通　平成21年６月29日提出）及び四

半期報告書（大明　平成21年８月12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／コミューチュア　平成21年８

月12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／東電通　平成21年８月14日及び平成21年11月13日並びに平成

22年２月12日提出）をご参照下さい。

 

６ 【研究開発活動】

　　　　当社は新設会社ですので、該当事項はありません。

　　　　なお、当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の研究開発活動については、３社の有価証券報告書

（大明　平成21年６月25日提出／コミューチュア　平成21年６月29日提出／東電通　平成21年６月29日提出）及び四半期報

告書（大明　平成21年８月12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／コミューチュア　平成21年８月12日

及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／東電通　平成21年８月14日及び平成21年11月13日並びに平成22年２

月12日提出）をご参照下さい。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　　　当社は新設会社ですので、該当事項はありません。

　　　　なお、当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析については、３社の有価証券報告書（大明　平成21年６月25日提出／コミューチュア　平成21年６月29日提出／東電

通　平成21年６月29日提出）及び四半期報告書（大明　平成21年８月12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日

提出／コミューチュア　平成21年８月12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／東電通　平成21年８月14

日及び平成21年11月13日並びに平成22年２月12日提出）をご参照下さい。
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第３ 【設備の状況】
１ 【設備投資等の概要】

(1)当社

　当社は新設会社ですので、該当事項はありません。

 

(2)連結子会社

　　　　当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の設備投資等の概要については、３社の有価証券報告書（大

明　平成21年６月25日提出／コミューチュア　平成21年６月29日提出／東電通　平成21年６月29日提出）及び四半期報告書

（大明　平成21年８月12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／コミューチュア　平成21年８月12日及び

平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／東電通　平成21年８月14日及び平成21年11月13日並びに平成22年２月12

日提出）をご参照下さい。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1)当社

　当社は新設会社ですので、該当事項はありません。

 

(2)連結子会社

　　　　当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の主要な設備の状況については、３社の有価証券報告書（大

明　平成21年６月25日提出／コミューチュア　平成21年６月29日提出／東電通　平成21年６月29日提出）及び四半期報告書

（大明　平成21年８月12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／コミューチュア　平成21年８月12日及び

平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／東電通　平成21年８月14日及び平成21年11月13日並びに平成22年２月12

日提出）をご参照下さい。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1)当社

　当社は新設会社ですので、該当事項はありません。

 

(2)連結子会社

　　　　当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の設備の新設、除却等の計画については、３社の有価証券報

告書（大明　平成21年６月25日提出／コミューチュア　平成21年６月29日提出／東電通　平成21年６月29日提出）及び四半

期報告書（大明　平成21年８月12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／コミューチュア　平成21年８月

12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／東電通　平成21年８月14日及び平成21年11月13日並びに平成22

年２月12日提出）をご参照下さい。
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第４ 【提出会社の状況】
１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

平成22年10月１日時点の当社の状況は以下のとおりです。

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 330,000,000株

計 330,000,000株

 

② 【発行済株式】

 

種類 発行数(株)
上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 85,381,866株
東京証券取引所
大阪証券取引所
（各市場第一部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式です。
なお、当社は種類株式発行会
社ではありません。普通株式
は振替株式です。単元株式数
は100株です。

計 85,381,866株 ― ―

(注)　大明の発行済株式総数41,112,324株（平成22年３月末日現在）及びコミューチュアの発行済株式総数44,915,329株（平

成22年３月末日現在）並びに東電通の発行済株式数40,353,080株（平成22年３月末日現在）に基づいて記載しており、

実際に当社が交付する新株式数は変動することがあります。

 
 
(2) 【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

平成22年10月１日現在の当社の発行済株式総数、資本金等は以下のとおりです。

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年10月１日 85,381,86685,381,8667,000 7,000 2,000 2,000
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(5) 【所有者別状況】

　当社は新設会社ですので、本届出書提出日現在において所有者はおりませんが、当社の完全子会社となる大明及びコ

ミューチュア並びに東電通の平成22年３月末現在の所有者別状況は、以下のとおりです。

 

大明

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 41 35 96 129 4 6,0876,392 ―

所有株式数
(単元)

― 153,0626,26853,52473,498 14 124,223410,58953,424

所有株式数
の割合(％)

― 37.28 1.53 13.0317.90 0.00 30.26100.00 ―

(注)　自己株式2,033,681株は「個人その他」に20,336単元、「単元未満株式の状況」に81株含めて記載しております。

 

 

コミューチュア

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満

株式の状況

(株)

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等
個人

その他
計

個人以外 個人

株主数(人) － 34 21 87 67 1 2,0882,298 －

所有株式数

(単元)
－ 7,274 387 27,1772,576 1 6,94944,363552,329

所有株式数

の割合(％)
－ 16.39 0.87 61.27 5.81 0.00 15.66100.00 －

（注）１．自己株式215,530株は「個人その他」に215単元及び「単元未満株式の状況」に530株含まれております。

なお、期末日現在の実質的な所有株式数は213,530株であります。

２．「単元未満株式の状況」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、644株含まれております。
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東電通

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

1 35 30 112 34 1 4,7124,925 ―

所有株式数
(単元)

22 16,225 561 4,9361,294 3 17,21740,25895,080

所有株式数
の割合(％)

0.05 40.30 1.39 12.26 3.22 0.01 42.77100.00 ―

(注)　自己株式32,600株は「個人その他」に32単元、「単元未満株式の状況」に600株含めて記載しております。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　当社は新設会社ですので、本届出書提出日現在において所有者はおりませんが、当社の完全子会社となる大明及びコ

ミューチュア並びに東電通の平成22年３月末現在の議決権の状況は、以下のとおりです。

 

大明

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式等)
普通株式

2,035,800
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

39,023,100
390,231 ―

単元未満株式
普通株式

53,424
― ―

発行済株式総数 41,112,324― ―

総株主の議決権 ― 390,231 ―

(注)　「単元未満株式」欄には、大明所有の自己保有株式が81株含まれております。
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コミューチュア

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)普通株式    309,000 －

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であり、単元株

式数は1,000株であります。

完全議決権株式(その他) 普通株式 44,054,000 44,054 －

単元未満株式 普通株式    552,329 － －

発行済株式総数 44,915,329 － －

総株主の議決権 － 44,054 －

（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式2,000株（議決権の数２個）があり

ます。なお、当該株式数は上記の「完全議決権株式（その他）」に含めております。

 

 

東電通

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

32,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

40,226,000
40,226 ―

単元未満株式
普通株式

 
95,080

― ―

発行済株式総数 40,353,080― ―

総株主の議決権 ― 40,226 ―

(注)　「単元未満株式」欄には、東電通所有の自己保有株式が600株含まれております。
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② 【自己株式等】

　当社は本株式移転により設立されるため、本株式移転効力発生日である平成22年10月１日時点において、当社の自己株式

を保有しておりませんが、当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の平成22年３月末現在の自己株

式等の状況は、以下のとおりです。

 

大明

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

大明株式会社
東京都品川区西五反田二丁
目11番20号

2,033,600― 2,033,6004.94

(相互保有株式)      

東邦建株式会社
栃木県佐野市越名町2041番
地７

1,000 ― 1,000 0.00

大明通産株式会社
東京都江東区新木場二丁目
15番20号

200 ― 200 0.00

大明ネクスト株式会社
東京都江東区新木場二丁目
15番20号

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 2,035,800― 2,035,8004.95

(注)　相互保有株式は、平成22年３月25日付で連結子会社である東邦建株式会社、大明通産株式会社、大明ネクスト株式会社、大

明ネットワーク株式会社の株式を会社法第796条第３項の規定に基づき、簡易株式交換により取得し、各社を完全子会社

としたことによるものであります。

 

コミューチュア

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社コミューチュア
大阪府大阪市西区江戸堀三
丁目３番15号

213,000 ― 213,000 0.47

宮川情報通信株式会社
京都府京都市山科区勧修寺
西北出町16

96,000 ― 96,000 0.21

計 ― 309,000 ― 309,000 0.69

(注)　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式2,000株（議決権の数２個）があり

ます。なお、当該株式数は上記「①　発行済株式」のコミューチュア欄「完全議決権株式（その他）」に含めておりま

す。
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東電通

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

株式会社東電通
東京都港区新橋二丁目３番
３号

32,000 ― 32,000 0.08

計 ― 32,000 ― 32,000 0.08

 

(7) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
【株式の種類等】

該当事項はありません。

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

３ 【配当政策】

未定です。

 

４ 【株価の推移】

当社においては株価の推移はありませんが、当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の株価の推移は

以下のとおりです。

 

大明

(1) ［最近５年間の事業年度別最高・最低株価］
 

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 1,768 1,657 1,399 1,081 949

最低(円) 805 987 662 518 629

(注) 東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しております。

 

(2) ［最近６箇月間の月別最高・最低株価］
 

月別 平成21年12月平成22年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 732 725 714 675 799 778

最低(円) 654 673 632 636 679 585

(注)　東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しております。
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コミューチュア

(1) ［最近５年間の事業年度別最高・最低株価］
 

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 1,342 1,325 918 725 706

最低(円) 756 820 412 400 486

(注) 東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しております。

 

(2) ［最近６箇月間の月別最高・最低株価］
 

月別 平成21年12月平成22年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 627 604 549 544 601 594

最低(円) 573 516 486 490 529 460

(注)　東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しております。

 

 

東電通

(1) ［最近５年間の事業年度別最高・最低株価］
 

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 568 495 391 229 192

最低(円) 296 323 190 135 150

(注) 東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しております。

 

(2) ［最近６箇月間の月別最高・最低株価］
 

月別 平成21年12月平成22年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 176 169 156 158 193 187

最低(円) 162 154 150 150 157 142

(注)　東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】

就任予定の当社の役員の状況は、以下のとおりであります。

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

(1)所有する大明の株

式の数

(2)所有するコミュー

チュアの株式の数

(3)所有する東電通の

株式の数

(4)割当てられる当社

の株式の数

代表

取締役

社長

 八木橋　五　郎
昭和20年12月16

日生

平成11年７月　東日本電信電話株式

会社取締役企画部

長

平成14年６月　同社常務取締役東京

支店長

平成16年６月　同社代表取締役副社

長東京支店長

平成17年６月　大明株式会社代表取

締役副社長

平成18年６月　同社代表取締役社長

（現在）

(注)３

(1)　　　23,979株

(2)　　　　　 0株

(3)　　　　　 0株

(4)　　  23,979株

代表

取締役

副社長

 髙江洲　文　雄
昭和25年２月24

日生

平成３年７月　日本電信電話株式会

社関西支社設備企

画部長

平成10年３月　同社熊本支店長

平成14年６月　西日本電信電話株式

会社取締役福岡支

店長

平成18年６月　株式会社エヌ・ティ

・ティ　ネオメイト

代表取締役社長

平成20年６月　株式会社コミュー

チュア代表取締役

副社長

平成21年６月　同社代表取締役社長

（現在）

(注)３

(1)　　　　　 0株

(2)　　　13,094株

(3)　　　　　 0株

(4)　　　10,082株

代表

取締役

副社長

 西　村　憲　一
昭和22年６月10

日生

平成11年１月　日本電信電話株式会

社理事広島支店長

平成11年７月　同社取締役広島支店

長

平成14年５月　株式会社エヌ・ティ

・ティ　ネオメイト

代表取締役社長

平成18年６月　同社取締役相談役

平成18年12月　株式会社東電通顧問

平成19年６月　同社代表取締役副社

長

平成21年６月　同社代表取締役社長

（現在）

(注)３

(1)　　　　　 0株

(2)　　　　　 0株

(3)　　　 6,375株

(4)　　　 1,530株
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

(1)所有する大明の株

式の数

(2)所有するコミュー

チュアの株式の数

(3)所有する東電通の

株式の数

(4)割当てられる当社

の株式の数

取締役  鷲　山　幾　男
昭和25年６月21

日生

平成７年３月　日本電信電話株式会

社福井支店長

平成10年５月　同社第一法人営業本

部第三営業部担当

部長

平成11年７月　エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーショ

ンズ株式会社ソ

リューション事業

部第三営業部担当

部長

平成14年12月　同社ＩＴマネジメン

トサービス事業部

長

平成16年６月　株式会社東電通取締

役営業本部副本部

長兼マルチメディ

ア事業副本部長

平成17年６月　同社常務取締役営業

本部長兼同本部国

際営業部長

平成20年６月　同社常務取締役ＮＴ

Ｔ事業本部長兼Ｉ

ＣＴ事業本部長

（現在）

(注)３

(1)　　　　　 0株

(2)　　　　　 0株

(3)　　　 5,124株

(4)　　　 1,229株

取締役  野　村　純　一
昭和25年２月11

日生

平成16年６月　エヌ・ティ・ティ　

レゾナント株式会

社常務取締役コ

ミュニケーション

事業本部長

平成18年６月　大明株式会社上席執

行役員開発本部長

兼人材開発部長

平成19年10月　同社上席執行役員開

発本部長兼人材開

発部長兼商品開発

部長

平成20年６月　同社常務執行役員Ｉ

Ｔソリューション

事業本部長

　　　　　　　株式会社ＩＰテクノサービ

ス代表取締役社長

（現在）

平成21年６月　大明株式会社取締役

ＩＴソリューショ

ン事業本部長（現

在）

(注)３

(1)　　　 6,098株

(2)　　　　　 0株

(3)　　　　　 0株

(4)　　 　6,098株
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

(1)所有する大明の株

式の数

(2)所有するコミュー

チュアの株式の数

(3)所有する東電通の

株式の数

(4)割当てられる当社

の株式の数

取締役  児　玉　結　介
昭和26年８月９

日生

平成15年６月　株式会社コミュー

チュア理事企画総

務部担当部長兼企

画総務部ビジネス

アクセスセンタ所

長

平成16年６月　同社執行役員企画総

務部担当部長兼ビ

ジネスアクセスセ

ンタ所長兼コンプ

ライアンス室長

平成18年６月　同社取締役企画総務

部長兼ビジネスア

クセスセンタ所長

兼コンプライアン

ス室長

平成21年６月　同社取締役常務執行

役員企画総務部長

兼ビジネスアクセ

スセンタ所長兼コ

ンプライアンス室

長（現在）

(注)３

(1)　　　　　 0株

(2)　　 　2,747株

(3)　　　　　 0株

(4)　　　 2,115株

取締役  田　辺　克　彦
昭和17年８月14

日生

昭和48年４月　弁護士登録

　　　　　　　栄木忠常法律事務所入所

昭和54年９月　田辺総合法律事務

所 代 表 者 （ 現

在）

平成７年４月　第一東京弁護士会

副会長

平成９年４月　関東弁護士連合会

副理事長

平成10年４月　日本弁護士連合会

常務理事

平成12年６月　三和シヤッター工

業株式会社（現　

三和ホールディ

ン グ ス 株 式 会

社）監査役（現

在）

平成19年６月　株式会社山武監査役

(現在）

(注)３

(1)　　　　　 0株

(2)　　　　　 0株

(3)　　　　　 0株

(4)　　　　　 0株

取締役  薦　野　　　寧
昭和19年１月７

日生

昭和44年７月　ロイヤル株式会社

入社

昭和49年２月　同社レストラン事

業本部長

昭和52年２月　同社取締役レスト

ラン事業本部長

昭和54年６月　コモノアンドスタン

トン株式会社代表

取締役社長（現

在）

(注)３

(1)　　　　　 0株

(2)　　　　　 0株

(3)　　　　　 0株

(4)　　　　　 0株
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

(1)所有する大明の株

式の数

(2)所有するコミュー

チュアの株式の数

(3)所有する東電通の

株式の数

(4)割当てられる当社

の株式の数

常勤

監査役
 高　島　洋　一

昭和23年３月13

日生

平成11年10月　エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーショ

ンズ株式会社ネッ

トワーク事業部国

際ネットワーク部

長

平成12年４月　大明株式会社ネット

ワーク事業本部通

信機械事業部長兼

マルチメディア事

業部副事業部長

平成13年６月　同社取締役ＩＴ本部

副本部長兼ＩＰ

ネットワーク事業

部長兼ネットワー

ク事業本部通信機

械事業部長

平成14年４月　同社上席執行役員Ｉ

Ｔ本部副本部長兼

ＩＰネットワーク

事業部長兼ネット

ワーク事業本部通

信機械事業部長

平成15年４月　同社上席執行役員Ｉ

Ｔ本部副本部長兼

ＩＰネットワーク

事業部長兼ネット

ワーク事業本部通

信機械事業部長

株式会社ＩＰテク

ノサービス代表取

締役社長

平成16年６月　大明株式会社常務執

行 役 員 Ｉ Ｔ ソ

リューション事業

本部長兼ネット

ワークソリュー

ション事業部長

平成18年６月　同社常務取締役ＩＴ

ソリューション事

業本部長兼ネット

ワークソリュー

ション事業部長

平成19年６月　同社常務取締役ＩＴ

ソリューション事

業本部長兼エン

タープライズソ

リューション事業

部長

平成20年６月　同社常勤監査役（現

在）

(注)４

(1)　　　11,106株

(2)　　　　　 0株

(3)　　　　　 0株

(4)　　　11,106株
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

(1)所有する大明の株

式の数

(2)所有するコミュー

チュアの株式の数

(3)所有する東電通の

株式の数

(4)割当てられる当社

の株式の数

常勤

監査役
 髙　橋　信　敏

昭和22年３月14

日生

平成５年７月　住友電気工業株式会

社東京経理部長

平成10年６月　大阪ダイヤモンド工

業株式会社取締役

平成12年10月　株式会社アライドマ

テリアル取締役

平成13年１月　住友電気工業株式会

社監査部長

平成15年４月　株式会社ＳＥＩプロ

スタッフス代表取

締役社長

平成16年６月　株式会社コミュー

チュア取締役経理

部長

平成18年６月　同社常務取締役経理

部長（現在）

(注)４

(1)　　　　　 0株

(2)　　　21,548株

(3)　　　　　 0株

(4)　　　16,591株

監査役  宇　垣　義　昭
昭和24年11月23

日生

昭和47年４月　日本電信電話公社

入社

平成11年７月　日本電信電話株式

会社監査役室長兼

第四部門担当部長

平成13年６月　株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコ

モ関西取締役経理

部長

平成14年７月　同社取締役財務部

長

平成16年６月　株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコ

モ常務取締役財務

部長

平成17年６月　同社取締役常務執

行役員財務部長

平成18年６月　日比谷総合設備株式

会社代表取締役副

社長　副社長執行役

員(現在）

(注)４

(1)　　　　　 0株

(2)　　　　　 0株

(3)　　　　　 0株

(4)　　　　　 0株
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

(1)所有する大明の株

式の数

(2)所有するコミュー

チュアの株式の数

(3)所有する東電通の

株式の数

(4)割当てられる当社

の株式の数

監査役  大工舎　　　宏
昭和43年７月15

日生

平成３年４月　アーサー・アン

ダーセン入所

平成６年３月　公認会計士登録

平成13年７月　株式会社アットス

トリームディレ

クター（現在）

平成13年12月　株式会社ヴァイナ

ス 監 査 役 （ 現

在）

平成18年６月　大研医器株式会社監

査役（現在）

(注)４

(1)　　　　　 0株

(2)　　　　　 0株

(3)　　　　　 0株

(4)　　　　　 0株

計

(1)　　　41,183株

(2)　　　37,389株

(3)　　　11,499株

(4)　　　72,730株

 
(注) １．就任予定取締役のうち田辺克彦氏及び薦野寧氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役候補者であります。

２．就任予定監査役のうち宇垣義昭氏及び大工舎宏氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役候補者であります。

３．取締役の任期は、当社の設立日である平成22年10月１日から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。

４．監査役の任期は、当社の設立日である平成22年10月１日から平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。

５．役職名は、本届出書提出日現在において決定している役職名を記載しております。
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６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選任

する予定です。補欠監査役候補者の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴

(1)所有する大明の株式

の数

(2)所有するコミュー

チュアの株式の数

(3)所有する東電通の株

式の数

(4)割当てられる当社の

株式の数

髙　宮　洋　一
昭和24年８月６日

生

昭和47年４月　安田火災海上保険株

式会社入社

平成13年６月　同社取締役執行役員

社長室長

平成14年４月　同社取締役執行役員

経営企画部長

平成14年６月　同社取締役常務執行

役員

平成14年７月　株式会社損害保険

ジャパン取締役常

務執行役員

平成17年４月　同社専務執行役員兼

中部本部長

平成19年４月　同社顧問（現在）

平成19年６月　みずほ信託銀行株式

会社監査役（現

在）

平成22年４月　城西国際大学経営情

報学部客員教授

（現在）

(1)　　　　　 0株

(2)　　　　　 0株

(3)　　　　　 0株

(4)　　　　　 0株

（注）任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任
期の満了する時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　会社の機関

当社は、株主総会及び取締役のほか、取締役会、監査役、監査役会及び会計監査人を設置する予定です。

 

②　役員報酬

当社は、取締役及び監査役の報酬等は株主総会の決議によって定める予定です（但し、当社の成立の日から

最初の定時株主総会の終結の時までの当社の取締役の報酬等の額は１億円以内（但し、使用人兼務取締役の

使用人分の給与及び賞与を含まないこととする。）とし、監査役の報酬等の額は５千万円以内とする旨を定款

で定める予定です。）。

 

③　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定める予定です。取締役の選任決議は、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定

める予定です。また、取締役の選任決議については累積投票によらない旨を定款で定める予定です。

 

④　取締役の責任免除

当社は、取締役の責任を合理的な範囲にとどめるために、定款において、会社法第426条第１項の規定によ

り、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取

締役会の決議によって免除することができる旨を定める予定です。また、社外取締役として優秀な人材を招聘

できるよう、定款において、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役との間で、任務を怠ったことによ

る損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結することができる旨を定める予定です。

 

⑤　監査役の定数

当社の監査役は５名以内とする旨を定款で定める予定です。監査役の選任決議は、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定

める予定です。

 

⑥　監査役の責任免除

当社は、監査役の責任を合理的な範囲にとどめるために、定款において、会社法第426条第１項の規定によ

り、任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取

締役会の決議によって免除することができる旨を定める予定です。また、社外監査役として優秀な人材を招聘

することができるよう、定款において、会社法第427条第１項の規定により、社外監査役との間で、任務を怠っ

たことによる損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結することができる旨を定める予定です。
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⑦　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもってこれ

を行う旨定款に定める予定です。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものです。

 

⑧　株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとしている事項

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規

定に基づき取締役会の決議によって当社の株式を取得することができる旨を定款で定める予定です。また、当

社は、株主への機動的な利益還元の実施を目的として、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議に

よって毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款で定める予定です。

 

⑨　その他の事項については、当社は新設会社であるため、未定です。

 

(2) 【監査報酬の内容等】

当社は新設会社ですので、該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】
 

　　　　当社は新設会社ですので、該当事項はありません。

　　　　なお、当社の完全子会社となる大明及びコミューチュア並びに東電通の経理の状況については、３社の有価証券報告書（大

明　平成21年６月25日提出／コミューチュア　平成21年６月29日提出／東電通　平成21年６月29日提出）及び四半期報告書

（大明　平成21年８月12日及び平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／コミューチュア　平成21年８月12日及び

平成21年11月12日並びに平成22年２月12日提出／東電通　平成21年８月14日及び平成21年11月13日並びに平成22年２月12

日提出）をご参照下さい。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】
 

当社の株式事務の概要は、以下のとおりです。

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日及び９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の
買取り・買増し

 

　　取扱場所 （特別口座）

 ・東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

 ・東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社本店　（注１）

 
・東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部
　（注２）

 ・大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社証券代行部　（注３）

　　株主名簿管理人 （特別口座）

　　
・東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告ができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する。

株主に対する特典 未定

（注）１　本株式移転の効力発生日の前日である平成22年９月30日において、大明の株式を特別口座でご所有の株主様につき

ましては、中央三井信託銀行株式会社が特別口座の口座管理機関となっております。

　　　２　本株式移転の効力発生日の前日である平成22年９月30日において、大明の株主様のうち、旧東邦建株式会社の株式を特

別口座でご所有の株主様につきましては、みずほ信託銀行株式会社が特別口座の口座管理機関となっております。

　　　３　本株式移転の効力発生日の前日である平成22年９月30日において、コミューチュアの株式を特別口座でご所有の株主様

につきましては、住友信託銀行株式会社が特別口座の口座管理機関となっております。

４　当社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使すること

ができない。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利　　
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第７ 【提出会社の参考情報】
１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

該当事項はありません。
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第四部 【特別情報】

第１ 【提出会社及び連動子会社の最近の財務諸表】
１ 【貸借対照表】

　　　該当事項はありません。

 

２ 【損益計算書】

　　　該当事項はありません。

 

３ 【株主資本等変動計算書】

　　　該当事項はありません。

 

４ 【キャッシュ・フロー計算書】

　　　該当事項はありません。
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第五部 【組織再編成対象会社情報】

第１ 【継続開示会社たる組織再編成対象会社に関する事項】
(1) 【組織再編成対象会社が提出した書類】

① 【有価証券報告書及びその添付書類】

大明

事業年度　第65期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月25日関東財務局長に提出。

 

コミューチュア

事業年度　第50期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月29日近畿財務局長に提出。

 

東電通

事業年度　第64期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月29日関東財務局長に提出。

 

② 【四半期報告書又は半期報告書】

大明

事業年度　第66期第１四半期（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月12日関東財務局長に提出。

事業年度　第66期第２四半期（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月12日関東財務局長に提出。

事業年度　第66期第３四半期（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月12日関東財務局長に提出。

 

コミューチュア

事業年度　第51期第１四半期（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年8月12日近畿財務局長に提出。

事業年度　第51期第２四半期（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月12日近畿財務局長に提出。

事業年度　第51期第３四半期（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月12日近畿財務局長に提出。

 

東電通

事業年度　第65期第１四半期（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月14日関東財務局長に提出。

事業年度　第65期第２四半期（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月13日関東財務局長に提出。

事業年度　第65期第３四半期（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月12日関東財務局長に提出。
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③ 【臨時報告書】

大明

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項６号の３の規定に基づくもの　

平成21年11月30日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項６号の２の規定に基づくもの　

平成21年12月10日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項６号の２の規定に基づくもの　

平成22年１月28日関東財務局長に提出。

 

コミューチュア

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項６号の３の規定に基づくもの　

平成21年11月30日近畿財務局長に提出。

 

東電通

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項６号の３の規定に基づくもの　

平成21年11月30日関東財務局長に提出。

 

④ 【訂正報告書】

大明

訂正報告書（上記③の平成21年11月30日付臨時報告書の訂正報告書）　平成22年５月20日関東財務局長に提出。

 

コミューチュア

訂正報告書（上記③の平成21年11月30日付臨時報告書の訂正報告書）　平成22年５月20日近畿財務局長に提出。

 

東電通

訂正報告書（上記③の平成21年11月30日付臨時報告書の訂正報告書）　平成22年５月20日関東財務局長に提出。

訂正報告書（上記の平成22年５月20日付臨時報告書の訂正報告書の訂正報告書）　平成22年５月21日関東財務局長に提

出。
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(2) 【上記書類を縦覧に供している場所】

大明

　大明株式会社　本社

　（東京都品川区西五反田二丁目11番20号）

　大明株式会社　埼玉支店

　（さいたま市大宮区仲町三丁目17番地２）

　大明株式会社　千葉支店

　（千葉市稲毛区黒砂台一丁目19番８号）

　大明株式会社　横浜支店

　（横浜市神奈川区金港町５番地10）

　大明株式会社　東海支店

　（名古屋市西区大金町五丁目６番地）

　大明株式会社　関西支店

　（大阪市西区京町堀三丁目８番１号）

　大明株式会社　神戸支店

　（明石市二見町福里308番地３）

　株式会社東京証券取引所

　（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

コミューチュア

　株式会社コミューチュア　大阪本社

　（大阪市西区江戸堀三丁目３番15号）

　株式会社コミューチュア　東京本社

　（東京都品川区西五反田２丁目23番２号）

　株式会社コミューチュア　兵庫支店

　（神戸市西区玉津町高津橋５番地３）

　株式会社コミューチュア　京都支店

　（京都市右京区西院東中水町８番１）

　株式会社コミューチュア　神奈川支店

　（横浜市港南区上大岡西１丁目13番８号）

　株式会社東京証券取引所

　（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　株式会社大阪証券取引所

　（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）
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東電通

　株式会社東電通　本社

　（東京都港区東新橋二丁目３番３号）

　株式会社東電通　関西支店

　(大阪市中央区道修町一丁目３番１号)

　株式会社東電通　神奈川支店

　(神奈川県平塚市諏訪町８番14号)

　株式会社東電通　埼玉支店

　(さいたま市南区太田窪五丁目９番９号)

　株式会社東電通　中部支店

　(名古屋市中村区太閤一丁目20番13号)

　株式会社東電通　千葉支店

　(千葉市中央区富士見二丁目20番１号)

　株式会社東電通　神戸支店

　(神戸市兵庫区大開通一丁目１番１号)

　株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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第六部 【株式公開情報】

第１ 【特別利害関係者等の株式等の移動状況】
 

　　該当事項はありません。

 

第２ 【第三者割当等の概況】
１ 【第三者割当等による株式等の発行の内容】

　　該当事項はありません。

 

２ 【取得者の概況】

　　該当事項はありません。

 

３ 【取得者の株式等の移動状況】

　　該当事項はありません。
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第３ 【株主の状況】
　　　当社は新設会社ですので、本届出書提出日現在において株主はおりませんが、当社の完全子会社となる大明及びコミューチュ

ア並びに東電通それぞれの平成22年３月31日現在の株主の状況は以下のとおりです。

 

大明

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

中央区晴海一丁目８番11号 5,112 12.43

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

港区浜松町二丁目11番３号 3,117 7.58

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A
（中央区日本橋三丁目11番１号）

2,370 5.76

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口９）

中央区晴海一丁目８番11号 1,379 3.35

古河電気工業株式会社 千代田区丸の内二丁目２番３号 1,284 3.12

みずほ信託銀行株式会社
（常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社）

中央区八重洲一丁目２番１号
（中央区晴海一丁目８番12号）

802 1.95

株式会社みずほコーポレート銀
行
（常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社）

千代田区丸の内一丁目３番３号
（中央区晴海一丁目８番12号）

747 1.81

ビービーエイチ フオー フイデ
リテイー ロープライス ストツ
ク フアンド
（常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行）

40 WATER STREET BOSTON MA 02109 U.S.A
（千代田区丸の内二丁目７番１号）

650 1.58

東京海上日動火災保険株式会社 千代田区丸の内一丁目２番１号 603 1.46

大明従業員持株会 品川区西五反田２丁目11番20号 539 1.31

計 ― 16,607 40.39

(注) １ 上記の他に自己株式2,033千株（4.94％）を保有しております。

２ 上記所有株式数のうち、信託業務にかかわるものは以下のとおりであります。

　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　 5,112千株
　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　 3,117千株
　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）　　 1,379千株
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３　株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成22年３月１日付で関東財務局長に提出された大量保有報告

書（変更報告書）により、平成22年２月22日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当会計

期間末の実質所有株式数での確認ができておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

 

氏名又は名称 所有株式数（千株） 株券等保有割合（％）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2,515 6.12

三菱ＵＦＪ投信株式会社 67 0.16

 

４　株式会社みずほコーポレート銀行から平成22年３月５日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書（変更報告

書）により、平成22年２月26日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当会計期間末の実質

所有株式数での確認ができておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

 

氏名又は名称 所有株式数（千株） 株券等保有割合（％）

株式会社みずほコーポレート銀行 747 1.82

みずほ証券株式会社 97 0.24

みずほ信託銀行株式会社 1,179 2.87

 

５　フィディリティ投信株式会社から平成22年４月７日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書（変更報告書）

により、平成22年３月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当会計期間末の実質所有

株式数での確認ができておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

 

氏名又は名称 所有株式数（千株） 株券等保有割合（％）

エフエムアール　エルエルシー

（FMR LLC)
2,822 6.87
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コミューチュア

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

住友電気工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 20,310 45.22

住友電設株式会社 大阪府大阪市西区阿波座二丁目１番４号 3,232 7.20

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社(信託口)
東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,682 3.74

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,026 2.28

株式会社ソルコム 広島県広島市中区南千田東町２番32号 675 1.50

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口9)
東京都中央区晴海１丁目８－11 633 1.41

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED

STOCK FUND

（常任代理人　㈱三菱東京ＵＦＪ

銀行） 

40 WATER STREET, BOSTON MA 02109 U.S.A.

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 
617 1.37

コミューチュア従業員持株会 大阪府大阪市西区江戸堀三丁目３番15号 576 1.28

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 538 1.20

MELLON BANK, N.A. TREATY

CLIENT OMNIBUS

（常任代理人　㈱三菱東京ＵＦＪ

銀行） 

ONE MELLON BANK CENTER, PITTSBURGH,

PENNSYLVANIA

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

500 1.11

計 － 29,789 66.31

　（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 1,682千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 1,026

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口9) 633

野村信託銀行株式会社(投信口) 538

 

　２．野村アセットマネジメント株式会社から、平成20年７月18日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成20年７月

15日現在で3,310千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所

有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、野村アセットマネジメント株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

大量保有者 野村アセットマネジメント株式会社

住所 東京都中央区日本橋１丁目12－１　

保有株券等の数 株式　3,310,000株　

株券等保有割合 7.37％
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東電通

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社みずほコーポレート銀
行
（常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社）

中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟

2,010 4.98

株式会社三井住友銀行 千代田区有楽町一丁目１番２号 2,010 4.98

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 千代田区丸の内二丁目７番１号 2,010 4.98

みずほ信託銀行株式会社　退職給
付信託　みずほ銀行口
再信託受託者　資産管理サービス
信託銀行株式会社

中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟

2,009 4.97

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

港区浜松町二丁目11番３号 1,635 4.05

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

中央区晴海一丁目８番１１号 1,107 2.74

株式会社損害保険ジャパン 新宿区西新宿一丁目26番１号 1,075 2.66

東電通従業員持株会 港区東新橋二丁目３番３号 1,016 2.51

住友電気工業株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 924 2.28

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 港区浜松町二丁目11番３号 885 2.19

計 ― 14,681 36.38

 (注) １ 上記の他に自己株式32千株（0.08％）を保有しております。

２ 上記所有株式数のうち、信託業務にかかわるものは以下のとおりであります。

　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　1,635千株
　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　1,107千株

 

次へ
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＜当期財務諸表に対する監査報告書＞

　当社は、会社法の株式移転の手続に基づき、平成22年10月１日に設立予定であるため、有価証券届出書提出日現在において決算

期を迎えておらず、「監査報告書」を受領しておりません。
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